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健康安全主務課長 殿

基安労発0215第2号

平成 28年 2月 15日

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長

特例緊急作業に係る特別教育の実施について

昨年8月、電離放射線障害防止規則の一部を改正する省令等を交付し、特例

緊急作業に係る特別教育の実施を新たに規定したところである。

今般、電気事業連合会において、厚生労働省委託事業「原子力施設内の緊急

作業時の被災労働者対応のための専門人材育成等事業Jにおける成果物を踏ま

え、特別教育の学科教育標準テキストが別添のとおり取りまとめられたため、

業務の参考とされたい。

本テキストは各電力会社の共通部分について記載されており、実際の教育に

おいては、本テキストに加え、各電力会社の災害対策マニュアル等を用いて教

育が実施されるものである。

なお、特別教育に係る指導を統一的に実施するため、指導に当たって疑義等

が生じた場合は、当分の問、幅広に本省電離放射線労働者健康対策室あて相談

するようお願いする。
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最終版

緊急作業特別教育

学科教育標準テキスト

平成28年2月1日電気事業連合会！ 一一一一一一
日このテキストl土一矧）原平力
者対応のt:cめの車門人材育成等事業JIこより作成きれt:c緊魚作業t世事者に対する教育テキスト存参考に作成し7とヰ’のでt九るo
＊事業者は、本標準テキストの内容存施設及び状況に応じて教育テキストに反映するの

※記載の適正化等（用語の偉い労筈）については、教育テキストの肉容変事時（章大事故等対策に係る設置許可の変事時）に併
せて実航するこι
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本教育テキストについて
一一 一一一 一一一一－－ーーーー匂－苧司ーー『ー唱。－--－『a 園田－－－ーーー田－－－ーーーーーーーー－－-－－白血血但白色ー句”』‘－－『硲－－ーーーーーーーーーーーー四ゅーー，－－－ーーーーーーー一角・噂--－ーーーーーーーーー』一一一戸

本教育テキストは、緊急作業従事者に係る特別教育の標準テキストとして、
原子力緊急事態宣言の対象となる原子力施設及び運搬時の「破滅的な状況」

を回避するための緊急作業に係る放射線による健康影響等のリスクを理解し
てもらうと共に、作業内容、保護具の取扱い等を教育することにより、緊急作
業中の被ばく線量を低減させることを目的として作成したものである。
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①緊急作業の方法に標する知識 1）重大事故等に対処するための作業の方法
1.福島第一原子力発電所事故の教訓

3 

福島第一麗発における教翻

》箔桑原発事放では地震や津波などの共通要慰により安全機能が一斉に喪失。
》さらに、その後のシピアアクシヂントの進獲を食い止めることができなかった。

地震・津波と i①地震により外協電液製失
いう共遜原l2il
による安全機
能の一斉獲失｜②津波により所内閣Iii獲失・破自民

安念右犠能喪失
によるシビア
アクシデントの
進Bl

出典．原子力規制委員会ホームページ

標準要領／学科教育①1)



①緊急、作業の方法に演する知識 1）重大事故等に対処するための作業の方法
2.重大事故等対策の概要

一？ 今一ふー－－－－－－－－ー－－巳』白也』目白一白ーーー』ーー・ーーー－－－－司旬島町『司－-－ー田ーー－－－－－－値目白ー一ー－-－ー‘ーーー『ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー－－－－－－ーーーーーーーー』ー－－－－－・

従来の基準と輯基準とのtt輯

》従来と比較すると、シビアアクシデントを防止するための基準を強化するとともに、万一
シピアアクシデントやテロが発生した場合に対処するための基準を新設

＜従来の規制基準＞ く新規制基準＞
（ 

伊 品設潜，T葉号ロ
意図的な航空緩衝突への対応

放射性物質の鉱散抑制移築
ュ~

格納容器破損妨止対策
P喜ァ

炉心損傷防止対策
ア7クエノ・シビアアクシデントを防止するための ｛複数の機器の故障を懇定）

基準（いわゆる設計基準） ／ 
内部溢＊＇二対する考慮｛新設｝

（主義ーの機器の故憶を想定しても炉心 ., ,,." 

草草~ 損傷iこ至らないことを確認） 〆〆 自然U•潅現唱象産”！こ対する考慮，， （火山 巻森林火災を新磁｝， 
自然現象に対する考慮 火災に対する考慮

新設又Iま火災！こ対する考慮
電源の信様性

習院源の信頼性
その他の設備の性能

その他の設備の性能 4 岬 4 岡田
二議議宮警畿

p詰①-- 一吹;1~，，，藤重f-；＼針謙語百極秘川小コ前襲三厩通じ養護隊，，：：：日

出典：原子力規制委員会ホームページ

4 標準要領／学科教育①1) 



2.重大事故等対策の概要

( 1 ）炉心損傷防止対策

炉心損傷防止対鏡

》万一共i湿原t;§による安全機能の一斉喪失などが発生したとしても炉心損傷に至らせな
いための対策を要求。

（例1）電源喪失時にも可織式電源等により逃がし安全弁を解放し、i'iJ搬式注水設備等に
よる注水が可能となるまで原子炉を減圧（BWR）。

（例2）原子炉を減圧後、苛徹式注＊設備により炉心へ注水。

庫Z子!ii.I麗

②可搬式注水
該自障による炉
心への注水

⑦ 

出典：原子力規制委員会ホームページ

5 < 標準要領／学科教育①1) 



2.重大事故等対策の概要

(2）格納容器破損防止対策

6 

糊制服防止対策 11 
》炉心損傷が起きたとしても格納容器を破損させないためのませ策を要求。
（例1）格納容器内圧力及び温度の低下を図り、放射性物質を低減しつつ排気するフィル
タ・ベントを設置l(BWR）。

（例2）溶融炉心により格納容器が破損することを防止するため、溶融炉心を冷却する格
納容器下部注水設備（ポンプ率、ホースなど）を配備。

口
原子炉建農
園・・・聞．．．．．．． 
原子炉絡納容器

フィル9・ベント施綾 ③ 

出典：原子力規制委員会ホームページ

標準要領／学科教育①1)



2.重大事故等対策の概要

(3）放射性物質の拡散抑制対策
一一一ー一一一一一 一一一一一ーーーー一切－－ザ－－－－島町‘一 一ーーーーー一ー』一一一』司ー－－－“ーー一也－－ーーー一一ーーー..『 F活必ヤ...一色一時』一一一戸一一ー一信也司岳山－－－--－ーー..何回白血也山一ー吋ー

数地舛への揖射性物質の拡散抑器対鍍

》格納容器が破損したとしても敷地外への放射性物質の総数を抑制するための対策を要
求

ν 一、

屋外放水設備の設置など｛原子炉建屋への放水で放射性物質のブルーム
（大気中の流れ）を防ぐ）

対策イメージ〈大容量泡放水砲システムによる放水｝
t磁｛埠砲事i周）
平成23年度臨消防白書 http://www.fdma.goJp/html/ha拍出向23/h23/html/2-l-3b-3_2h加l ③ 

出典：原子力規制委員会ホームページ

7 標準要領／学科教育①1) 



2.重大事故等対策の概要

(4）その他対策

その他にも、以下のような対策が図られています。

8 

－アクセスルートの確保
掴使用済燃料プールの冷却等
．水源の確保
固電源の確保
－環境モニタリングの強化
．緊急時対策所

E通信連絡設備

標準要領／学科教育①1) 
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①緊急作業の方法に関する知識 1）重大事故等に対処するための作業の方法
3.停止中プラントの安全対策（緊急安全対策）の概要

9 

一…一一一一一一一 一喝 句均吟ーーー－－－－－－ーー一一ー一句切 －唱.---－ー』一一一一－－句切司ーーー』ーー－－司ー－--－－ーーー』一－－戸－－－－－但－－ーー一回ー“自際司隆司巴占』ー－ー戸ーー句”－－－白色

PWRにおける津波発生鈴の事象と対応策

ふ＠議問蝿への桝．蹴タンクの本欄 I 陪志古庄タンクから由ほう融水車入品問止

実.’R
事

‘＿， 
γ一司

f’wピン，e縄助絹本持bフ祖腹水タンク
’‘ 噂河u軍事量ぎこみ

• ’E Jo 
隼
II 

岡島
品

出典：23年3月30日NISAプレスリリース資料
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4.重大事故等に対処するための作業の方法

(2）停止中プラントの安全対策シーケンス（作業内容と所要時間）
PWRにおける津波発生時の事象と対応策

緊急安全対策実施，l1[ 繁畠安全対策実施貨

海水菜綾織I&喪失

ー一平
［軸制御霊蜘鵬糊

___.___j 
世llli跨無料冷却

｛的1分｝

③lf！，タンクからの
ほう畿811珪入t朱鼠界維持｝

傭肋品店寸
』 ｛拘SilfM以内〉

怨鎗＊麗｛盤）！（タンク｝への
＂＇補給｛消続車名 Zど｝ 争世使9鳴織軒ピット

内 (I)注水
｛輔虫役、液検事など｝L」竺型向｝

タービン齢構鋤給水ポンプ
による纏雄前な冷却

〈斡8鈴蘭｝

ゆ失輔獅宣監復 ｜ .’E隻失
l （拍Silf開｝

平年間｝

ltl度

《柏1分〉

18水着庫〈聾水タンタ．縄水タンク》
の描通

つ

券常用ヂィ＇-1!1"!聖電縫の
議後喪失

I 

－ 

傘空車電車喪失

海水轟貌儀後夜失

タービン動機動給水ポシブロよる
通底，Ul!/t聾2次舗への
絵＊冷錨

2章B度

憧用費鵬将ピット
冷却後総婆失

lli,C§量生器からの
障儀後.獲失

-y-
原子!Fil:カ・堪E上昇

1 
a副圧畢費量発作動

主

信心輩出

(88以降｝
車予僻｛ま8信組的に冷却

〈拘171°C、0.7MPal嶋

一一
一 Eユ：蜘習会糟

出典・23年3月30日NISAプレスリリース資料
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4.重大事故等に対処するための作業の方法

(2）停止中プラントの安全対策シーケンス（作業内容と所要時間）

冷却機能喪失時における使用済燃料ブールへの注水方法

補給水ポンプ、消紡車等による
使用涜燃料ブールへ由注水方法（BWR：桔崎刈羽｝

｛優先蟻依1)樋絵本系 ｛歯医先蟻位2）代容注水

石扇蕊存証1 1代替注柿印刷 E

. ＇＂菅孟語：百怒＠選択
。ディwゼル器拍泊火;r.：.，プ（援本〉

治人は

サンプル

1語障
γ関

ディーゼル消火ポンプ、消防ポンプ等による
使用書感純ピットへの注水方去（PWR：美浜）

＇－~•水タ〆タb今Q,~務相場経得後定混同識が＂鈴仁司副》

；時電施弘、凶噌訟《初段ポ〆＂

認めタ匂県煉草~lM!i現Lた＂十＂＂＂＇柑＂執噂税率次郎恨みを偲宅捜向。

鹿島2組以止措掴監査手主
方出・卸 6掴珊怨鍵盤円高＊陥(D
；；定会滋ホ，7，，~喧外捕太閤＠
方滋3 1:/1!布役ホタノタ＠
方怒渇防火ヌド命＝o抱務ポνヲ＇）（＞
方正ss海水G徹，，帯J司＠

••:s山1輔崎

出典：新潟県ホームページ

12 

13 標準要領／学科教育①1) 



①緊急作業の方法に演する知識 1）重大事故等に対処するための作業の方法
5.事業所外運搬に係る安全対策の概要

一 一F一一九一『一ー－－－－－－－－－－司ーーーーーーーーーーーーーーーー＿_, ＿＿＿＿白血但色白但ーーーーーーーーー－-－－ーーーーーー－-－－ーーーー但自白血ー崎』『－－ーーーーーーーーー－－－－－－－－－－－－－－－

（ 事業所外運搬時の対応 ） 

〉事業所外運搬時には諸々の安全措置が規制要求されている。海上輸送
においては、国際標準に沿った輸送船設計、陸上輸送においては、隊列
を組んだ輸送を行うとともに、必要な固縛を講じる等の措置をとっている。
》事故（初期事象）として、座礁，衝突・火災、交通事故が考えられるが、関係
各所への速やかな通報連絡とともに、汚染拡大の防止、立入制限区域の
設定、避難誘導を行う。このため、必要な資機材を携行する。

出典・核物質管理センターホームページより 出典：原燃輸送ホームページより
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①緊急作業の方法に関する知識 2）緊急作業における必要な体制の整犠
1.緊急作業の対象事象

緊急作業の対象となるEAL一覧表（1/6) 

01 I 共通 I SEOl I敷地境界付近の放射線量 GEOl 敷地境界付近の放射線量
のよ昇 の上昇

02 共通 SE02 通常放物出経路での気体放 GE02 通常放出経路での気体放
射性質の放出 射性物質の放出

放射放射
03 共通 SE03 通常放出経路での液体放 GE03 通常放出経路での液体放

射性物質の放出 射性物質の放出

04 共通 SE04 火災等による管理区域外 GE04 火災等による管理区域外
での放射線放出 での放射線異常放出

05 共通 SEOS 火災等による管理区域外 GEOS 火災等による管理区域外
での放射性物質放出 での放射性物質異常放出

・ 06 I 共通 I s悶｜施設内｛原子炉外l臨界事 GEOG 
施設内（原子炉外）での臨

故のおそれ 界事故

BWR 
原子炉停止機能の異常 ｜ Alll 
のおそれ I G印｜原子炉停止の失敗または止 PWR 

め 11 停止確認不能
る FBR 

ATR 

網掛け部．緊急作業の対象
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緊急作業の対象事象

緊急作業の対象となるEAL一覧表（2/6)

原子炉冷却材漏えい時の
ECCSによる注水不能

原子炉冷却材の漏えいAL21 
BWR 

GE21 原子炉冷却材漏えいによ
るECCSの作動

SE21 PWR 

21 
FBR 

ATR 

原子炉注水機能の喪失GE22 原子炉注水機能喪失おそれSE22 原子炉給水機能の喪失AL22 BWR 

山
一
四
一

m

22 

冷
や
す
（
1
／

3）

残留熱除去機能喪失後の
圧力制御機能喪失

GE23 残留熱除去機能の喪失SE23 原子炉除熱機能一部喪失AL23 BWR 

PWR 

FBR 

23 

全ての冷却機能の喪失残留熱除去機能の喪失 GE23 SE23 

ATR 

網掛け部：緊急作業の対象
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__;, 

1.緊急作業の対象事象

ムベ ～－ ---- －一一ー一一一ー一一ーーー『守何時－－ヤ吟も巴何回目“自由｝ーーー－-－－芭今年匂苧』山岨ーーーーーーー『時ー屯ーーー－-－ー一喝司自『－--－ーーーーー』ーーーーーーーーー－-－－ーー－

緊急作業の対象となるEAL一覧表（3/6)

BWR 

PWR AL24 
蒸気発生器給水機能喪失

SE24 蒸気発生器給水機能喪失 GE24 蒸気発生器給水機能喪失
24 I のおそれ 後のECCS注水不能

FBR 

ATR 

’や》T色3、 25 共通 AL25 全交流電源喪失のおそれ SE25 
全交流電源の30分以上の

GE25 
全交流電源の1時間以上

す
喪失 の喪失

（ 全交流電源喪失のおそれ 全交流電源の5分以上の 金交流電源の30分以上の2 26 共通 AL26 SE26 GE26 
／ （旧基準炉） 喪失（旧基準炉） 喪失（旧基準炉）
3 
） 

全直流電源の5分以上の27 共通 SE27 直流電源の部分喪失 GE27 
喪失

BWR 

2s I 
PWR GE28 炉心損傷の検出

FBR 

ATR 

網掛け部：緊急作業の対象
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緊急作業の対象事象

緊急作業の対象となるEAL一覧表（4/6)

停止中の原子炉冷却機能
の完全喪失

（下記に同じ）SE29 停止中の原子炉冷却機能
の一部喪失

AL29 
BWR 

PWR GE29 停止中の原子炉冷却機能
の喪失

SE29 29 
FBR 

ATR 

使用済燃料プールの冷却
機能喪失のおそれ

使用済燃料プールの冷却機
能喪失

冷
や
す
（
3
／

3） 使用済燃料プールの冷却
機能喪失・放射線放出

GE30 SE30 AL30 共通30 

網掛け部：緊急作業の対象
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緊急作業の対象事象

緊急作業の対象となるEAL一覧表（5/6)

緊急事簸毒事象（GE)

EAL EAL~称

特定事象（SE)

正AL略称

警戒事象（AL)

EAL略称
炉区分

EAL 

~分 正ALEAL 

~ 格納容器健全性喪失のお
それ 格納容器圧力の異常上昇GE41 SE41 

FBR 

ATR 

41 

2つの障壁喪失および1つ
の障壁の喪失または喪失
可能性

BWR 

PWR 
閉
じ
込
め
る

2つの障壁の喪失または喪
失可能性

単一障壁の喪失または喪
失可能性 GE42 

BWR 

SE42 

原子炉格納容器圧力逃が
し装置の使用

AL42 

FBR 

ATR 

42 

SE43 
PWR 

43 
FBR 

ATR 

網掛け部：緊急作業の対象
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1.緊急作業の対象事象

緊急作業の対象となるEAL一覧表（6/6)

原子炉制御室の一部の機
能喪失・警報喪失

原子炉制御室他の機能喪
失のおそれ

原子炉制御室の機能喪
失・警報喪失

SESl ALSl 共通 GESl 

所内外通信連絡機能の一
部喪失

51 

所内外通信連絡機能の全
ての喪失

共通 SE52 AL52 52 

火災・溢水による安全機能
の一部喪失

重要区域での火災・溢水

による安全機能の一部喪
失のおそれ

そ
の
他
脅
威

共通 SE53 AL53 53 

緊急事態事象の発生

(NRA委員長又は委員長

代理が警戒本部設置を判
断した場合）

住民の避難を開始する必
要がある事象発生

防護措置の準備および一部
実施が必要な事象発生

SE54 共通54 

共通 GESS SESS 55 

事業所外運搬での放射線
量率の異常上昇

XGE 

61 
事業所外運搬での放射線
量率の上昇

XSE 

61 
共通

事業所外運搬での放射性
物質の異常漏えい

事業所外運搬での放射性
物質漏えい

事
業
所
外
運
搬

XGE 

62 

XSE 

62 
共通

事業者夫外運搬での原子
力緊急事態事象の発生

XSE 

63 
共通

網掛lず部：緊急作業の対象
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①緊急作業の方法に関する知識の緊急作業における必要な体制の整備
3.緊急時の措置の方法

( 1 ）退避経路及び退避場所
緊急作業中に、作業現場からの退避が必要になった場合は、安全が確保された

退避経路（主に作業現場までの移動に用いた経路）をたどり、あらかじめ定められ
た退避場所（主に緊急時対策所もしくは中央制御室）へ速やかに移動します。

その際は、個人個人での行動は避け、作業チーム全員で退避します。

(2）火災や水漏れ等発生時の初期対応

火災を発見した際は、周囲の人に注意をうながし、初期消火にあたるとともに、所
定の通報連絡先への通報連絡を行います。

また、水漏れを発見した際は、漏えいの拡大防止に努めるとともに、中央制御室
（もしくは緊急時対策所）への連絡を行います。

出典：放管テキスト
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⑦緊急作業の方法に鵠する知識 2）緊急作業におけるL必要な体制の整備
3.緊急時の措置の方法

(3）人身事故発生時の措置
ケガ人や体調不良を訴える人が発生した場合は、直ちに救助するとともに、中央制
御室への連絡を行います。

23 

Z描.
M<_  .. 
柑間持』

出典：放管テキスト

ベータνグと，；.俳狗開会・噂2話番待合わせたようなもので、
場令スイッチ＂＇＂＇ずと Ill:声器．障すと誼舗として怯えます．

出典：放管テキスト
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町、

①緊急作業の方法に演する知識 3）緊急作業における連絡の方法
1 .緊急作業に係る連絡体制

緊急作業を行う際は、作業グループごとに、常に中央制御室（もしくは緊急時対策
所）と連絡が取れる体制を維持して、作業を行います。

t 緊急作業における連総体制 -＂＇・n

・2・・－咽鋪崎倫岡崎h胤剥，..，..舗軸”“－

ー …一出些~1~静璽~＿（埜1号里明7堅持…
24 標準要領／学科教育①3)



①緊急作業の方法に関する知識 3）緊急作業における連絡の方法
2.連絡手段と使用方法

3.連絡内容
緊急作業を行う際の通信連絡設備として、衛星携帯電話、トランシーバー、無線設
備、ページング等の設備を使用します。

遜信設備の櫨喜
一一一ーイ賀子ー

削z場事再F漏l王r弱扇面....弓端末r函雨量扇面可否融証書可証
磁U刷’衛星総e・＆（1'Jll">l.lJI...緩局前会Jlll.lJ ＜曜，s，，句n,·s・徐Sに温~

出典：中部電力（株）説明資料

緊急作業実施中は、現場の状況、作業の進捗状況、作業員の状況や被ばく放射線
一量などのt青報を作業管理一者n定期的I三連絡Lます_Q＿＿＿＿叩
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①緊急作業の方法に関する知識

4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ

( 1 ）空間線量率測定〔サーベイメータ〕

形式 検出器

Nal(TQ）シンチレーション式
Nal(TQ）シンチレータ

サーベイメータ

r 電離箱式
電離箱

線 サーベイメータ

GM管式
GM計数管、

サーベイメータ

中
’性 中性子用

3He比例計数管など
子 サーベイメータ
線

26 

測定範囲

0.01 μ Sv/h～ 
30 μ Sv/h 

1 μ Sv/h～1Sv/h 

0.1 μ Sv/h～ 
300 μ Sv/h 

0.01 μ Sv/h～ 
lOmSv/h 
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①緊急作業の方法に演する知識

ヰ）緊急作業における放射線測定の方法

1 .放射線測定器の種類とそのしくみ

• Nal(TI）シンチレーション式サーベイメータ

Nal(Tt）シンチレーション式サーベイメータ

・エネルギー依存性が大きい
・測定可能な線量率範囲が狭い
．低線量率に対する感度は高い

．エネルギー補償型はエネル
ギー依存性が小さい

（日立ア口力メディカル（株）ホームページより

27 標準要領／学科教育①4)



①緊急作業の方法に関する知識

4）緊急作業における放射線測定の方法

1 .放射線測定器の種類とそのしくみ

・電離箱式サーベイメータ

・エネルギー依存性が小さい

電離箱式サーベイメータ

・測定可能な線量率範囲が広い
．低線量率に対する感度は低い

J’ 

（目立ア口力メデイカル（株）ホームページより
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①緊急作業の方法に関する知識
4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ

• GM管式サーベイメータ

GM管式サーベイメータ
（日立アロカメディカル（株）ホームページより

・エネルギー依存性が比較的
小さし、

．測定可能な線量率範囲が比
較的広い

・低線量率に対する感度は比
較的高い

・線量率が高いときは計数の
数え落としがある

目 標準要領／学科教育①4)



①緊急作業の方法に関する知識
4）緊急作業における放射線測定の方法

1 .放射線測定器の種類とそのしくみ

・中性子用サーベイメータ

中性子用サーベイメータ

・中性子線のみ測定可能

・ポリエチレンなどの減速材で
速中性子を減速させ、3He比

例計数管などで熱中性子を
検出

・減速材のため、重量が数kg
から十数kgになる

（目立アロカメディカル（株）ホームページより
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①緊急作業の方法に関する知識

4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ
十 一一ー←ーザ＋＋即時ーーョーーーーー『司 E司.--－司隆司－－ヨ白血匂白色ー『』司副－－－－－－恒叩白由自由ーョー一一ーーーーー－-－ーーーー－ー一回司骨骨駒田但－-－一一一司－－－－－－－－－司同司ーーーーーーー』ーー－－－－－－ーー白』

(2）表面汚染測定〔サーベイメータ〕

線種 形式 検出器 測定範囲

10～100k GM管式
G M計数管 [min-1 J 

サーベイメータ
(1分間当りの計数）

/3 c r）線
30～300k 

プラスチックシンチレーション式
[min-1 J 

サーベイメータ シンチレータ
(1分間当りの計数）

1～100k 
シンチレーション式 ZnS(Ag) 

[min-1 J α線
サーベイメータ シンチレータ

(1分間当りの計数）

標準要領／学科教育①4)



①緊急作業の方法に関する知識
4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ

• GM管式サーベイメータ

GM管式サーベイメータ

・検出器に広口の端窓型GM
計数管を使用

. 戸線放出核種の汚染検査に使

用

・Y線iこ対しても感度あり

（日立アロカメデイカル（株）ホームページより
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①緊急作業の方法に関する知識
4）緊急作業における放射線測定の方法

1 .放射線測定器の種類とそのしくみ

－シンチレーション式サーベイメータ（/3 ( y）線）

シンチレーション式サーベイメータ

・端窓型GM計数管よりも窓面
積が大きいので効率も良い

・比較的エネルギーの低い戸線
を効率良く測定

（日立アロ力メディカル（株）ホームページより

33 標準要領／学科教育①4)



①緊急作業の方法に関する知識

4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ

－シンチレーション式サーベイメータ（α線）

シンチレーション式サーベイメータ

・検出器にZnS(Ag）検出器を使

用

• a線放出核種の汚染検査に使
用

（目立アロカメディカル（株）ホームページより
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①緊急作業の方法に関する知識

4）緊急作業における放射線測定の方法

1.放射線測定器の種類とそのしくみ

用途別に見た測定器

35 

空間線量（率）

の測定

表面汚染の測定

1時間当たりの

線量率の測定

測定場所ごとの

短時間測定

直接測定法

（対象物を直接測定）

間接測定法
（スミヤ法）

I［：千］

置ld七l
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①緊急作業の方法に関する知識 5）緊急作業における外部放射線による線量
当量率及び空気中の放射性物質の濃度の監視の方法

緊急作業における監視は，作業環境を把握し作業計画の立

案に資すること及び，作業場所に異常がないことの確認などを目
的として行う。

1 .外部放射線による線量当量率の監視方法
－測定器の種類：据付型モニタ，サーベイメータ

・監視方法：連続して測定・監視（据付型モニタ）

定期的に測定して監視（サーベイメータ）
且測定場所：代表点，任意

2.空気中の放射性物質濃度の監視方法

－監視方法：集中モニタリング，特定場所のモニタリングなど
・捕集方法：ろ過捕集法（粒子状），団体捕集法（気体状）など

．捕集場所：作業室，作業場所近傍など

36 標準要領／学科教育①5)



①緊急作業の方法に関する知識 6）緊急作業を行う場所の汚染の状態の検査
及び汚染の影響の低減のために必要な措置の方法

1 .表面汚染密度の測定方法
・測定法：直接測定法（サーベイ法），間接測定法（スミヤ法）
皿測定頻度：作業開始前，定期的，必要の都度

．測定場所：代表点，任意

2 汚染への対処方法
( 1 ）汚染の影響の低減措置

①汚染の除去

作業場所の汚染をできるだけ除去し汚染の影響を低減する。
②汚染の封じ込め

作業場所の汚染をシートで覆うなどし身体汚染や汚染の拡
大を防止する。

③遮蔽

高い放射線を出している汚染については，鉛材などにより遮
蔽し外部被ぱくを低減する。

37 標準要領／学科教育①6)



①緊急作業の方法に関する知識

7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

1 .身体表面等の表面汚染密度測定方法

体表面の表面汚染密度測定方法①

，表面汚染検査用測定器の準備

表面汚染検査用測定器（GMサーベイメータ）の使用前点検
（動作確認）を行う。

検出器（プローブ）をラップフィルム等で、養生するO

汚染した可能性があるときには、適宜交換する。

プローブの養生

38 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法
1.身体表面等の表面汚染密度測定方法

一一一 一 一 一 .. - －－叩“自白司島町但白血自白色白ー一一司市司偏向司信－－自信回目白－－－－－－－－司 F 月四冊目’－－－－－－－－ー一時一戸ーー，－－姐也首置自』ー』ー－－『F 司・－－置也由自白』戸『－ －－－－ーーーーー－ －句協同舟但匂沓－ .戸山一

体表面の表面汚染密度測定方法②

静測定の手順

39 

測定は頭部から脚部（靴）までくまなく
行う（前面、背面とも）。

特に、頭部、顔（口角、鼻腔）、両肩、手

のひら、手の甲、衣服のポケットは汚染
する可能性が高い部位である。

標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

1.身体表面等の表面汚染密度測定方法

鼻スミヤ
顔に汚染が検出された場合には、鼻スミヤを行う。鼻スミヤ
は、綿棒にろ紙を取り付け、鼻内部の汚れをとるように綿棒を2

回転させる。鼻スミヤは左右の鼻腔に対して行うが、ろ紙は左
右で取り替える。

スクリーニング目的で実施する場合は、サーベイメータで、ろ
紙を直接測定する。

40 

バー

← …  一ー

有意な汚染が検出された場合
には、内部被ぱくの可能性があ

ると判断し、甲状腺スクリーニン
グを行う。

標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

1.身体表面等の表面汚染密度測定方法

甲状腺スクリーニング
多簡易測定法

空間線量率計の使用前点検
（動作確認）を行う。

プローブをラップフィルム等で養
生する。

測定は、プローブの先端を、男
性は甲状軟骨の下、女性は頚部

中央にできるだけ密着させて測
定する。

41 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識
7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染時の留意点①
静除染は検査後、できるだけ早期に行う。時間が経過する
と放射性物質が落ちにくくなることもある。また、体内に
入ってしまう可能性も高くなる。

p創傷部位の除染は医療行為に当たるため、医師または
医師の指導のもとに看護師が行う。

静衣服が汚染していた場合は脱衣させる。

参手に汚染があれば、手の除染を優先して行う。

42 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染時の留意点②
静その後、頭髪、頭部、顔面、皮膚の順に除染を行う。除

染の際には、皮膚等を傷つけないよう（例えば、皮膚が
赤くなるほど擦らない、爪を立てない等）注意する。

静除染後はサーベイメータで検査し、有意な汚染のないこ
とを確認する。なお、一度除染しても放射性物質が除去
されなかった場合は、再度除染を繰り返す。皮膚を傷つ
けることのないよう、 2回程度までとする。

43 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2 汚染の除去方法
除染の手順①衣類
静衣服が汚染している場合は、脱衣所で脱がせる。脱衣し
た衣服は、汚染拡大防止措置を講じ、適切に管理する。

ピニ7袋 ／ 

圏
汚染した衣服は脱いで麓替える
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①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染の手順②創傷、熱傷

多創傷部の除染は、まず創傷部位の衣服を

脱がせ、汚染の拡大を防ぐため創傷部に 創傷

滅菌ガーゼを当てる。そして医師、または
医師の指導のもとに看護師が創傷箇所の

除染を行い、併せて応急処置も行う。創傷
部位は生理食塩水を用いて洗い流す。そ糊

の際、使い捨ての注射器や洗瓶を使用す
るo

，熱傷は冷水に浸したガーゼを重ねて、患部
に繰り返し当てることで冷却と除染を行う。

醐ゾ

冷水に浸したガーゼ

＋ 
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①緊急作業の方法に関する知識
7）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2 汚染の除去方法

除染の手順③頭髪、頭部
静頭髪の汚染はウェットティッシュ等で、毛先に向かって拭
き取る。

静頭皮の汚染は湿った滅菌ガーゼ等で、拭き取る。

拭き取り

46 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染の手順④顔面（眼、鼻）
静眼は生理食塩水（または水道水）を用いて、除染側を下
にして受水器を当てながら洗い流す。

ー鼻は本人に鼻をかませてから、湿った綿棒で、軽く拭き取
る。

一一一》

バ i 鼻をかんで→綿棒で拭き取る
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①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2 汚染の除去方法

除染の手順④顔面（口、耳）
静口は口角を綿棒で拭き取り、洗ってから、うがいをする。

，耳は表面を湿ったガーゼでよく拭き取ってから、湿った綿棒で
耳の穴を拭き取る。

酌
／
／
〆

いずれの場合も、眼、鼻、口、

耳に汚染水が入らないように

細心の注意を払いながら除染
を行うこと。

耳を拭き取り→湿った綿棒で耳の穴を拭き取る
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①緊急作業の方法に関する知識

ア〉緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染の手順⑤皮膚
静皮膚は、中性洗剤をつけた布で拭き取る。落ちない時はスポ
ンジ（または柔らかい毛のブラシ）等を使って数度拭き取りを
行う。

静柔らかい皮膚は、中性洗剤をつけたガーゼで傷をつけないよ
うに軽く拭き取る。

皮膚の拭き取り

へ

中性洗剤 19 

中心にむかつて拭き取る

拭き取りは、常に汚染の中心
に向かって行い、汚染を拡げな

いよう注意する。そのため一度

使用したガーゼは再度使用し
ないこと。

49 . 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

ア）緊急作業における身体等の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

2.汚染の除去方法

除染剤
静皮膚の汚染は、多くの場合、家庭用の中性洗剤で落ちるが、

強固な汚染に対して除染クリーム（オレンジオイル）も備えて
おくとよい。中性洗剤は原液で使用するが、皮膚かぶれを起

こす人に対しては、2～数倍に希釈して使用する。

対象 除染（剤） 方 法

頭髪 一 拭き取る

皮膚 中性洗剤 拭き取る、洗い流す

粘膜 滅菌生理食塩水、水道水 拭き取る、洗い流す

創傷 滅菌生理食塩水 洗い流す

50 標準要領／学科教育①7)



①緊急作業の方法に関する知識

8）緊急作業に使用する保護呉の性能及び使用方法
1.保護具等の種類とその性能

一一 一一一 - - - －『ーーーー同司－－－－－－ーーー－ －“ーー』苧凶『』『目ー『司司－－ －ーー－－也ーー“ー】ーー句－『叩信民団信占白色白血』一司同舟司’－ －・g笹山由旬但ー』『 d 伺四四－ －司島司自信』』『一ー，叩屯島町但一”“一白一一一

畿呼吸保護具、チャコールフィルター

【性能】防護係数（DF)50 

・・防護係数は放射性物質の除去の程度を示す指標であり、DF50では98%除去できること
を意味している。
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①緊急作業の方法に関する知識
8）緊急作業に使用する保護呉の性能及び使用方法

1.保護具等の種類とその性能

鯵保護衣
ゴム手袋

（捜水性不織布服等）

・特殊保護衣

（タングステンペスト）
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①緊急作業の方法に関する知識

8）緊急作業に使用する保護異の性能及び使用方法
2.保護異等の使用方法

鯵保護具等の使用すべき場所及び作業

・呼吸保護具及び保護衣については、居住性が確保さ

れている場所（緊急時対策所等）を除いて、原則使用
する0

・特殊保護衣については、下記の作業に使用する。

①湿潤作業：防水服及び長靴等

②高線量区域、

また高線量被ぱくが想定される作業：高線量対応防護服
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①緊急作業の方法に関する知識
8）緊急作業に使用する保護具の性能及び使用方法

2 保護具等の使用方法

帯保護具等の着脱手順
例として全面マスクの着脱方法を以下に示す。
【着用】

①フィルタの種類、キャニスターの緩み、
面体等の損傷を確認する。

②全面マスクを顔にあて、ベルトを左右均等に
引っ張り、緩みがないよう着用する。
③フィルタ部を手のひら等で塞ぎ、

以下を確認する。
1 .息が吐けること
2.息が吸えないこと

【脱衣】
①ベルトを緩め、脱衣する。
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【着用】

【脱衣】
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①緊急神業の方法に関する知識
8）緊急作業に懐用する保護異の性能及び使用方法

2.保護具等の使用方法
一一一一一一一一 一一日一 一一一一ー『一司司－－ - - m 冊目但ーーーーーー組制句』『『由宇司 F 『時守司ーーーー匂目白叩ーーーーーー一一見切ー『伺骨島問p --－苧但町』ヨ』－－－ー司伊－－－－－－－－－－－－司屯可申河－ －但酌】但】一－ －『冊目句切時四 φ

e使用に際しての注意事項

【全面マスク】

・正しく装着しなければ、期待する防護効果が得られない。

【チャコールフィルター】

・湿度が高いと期待する防護効果が得られない可能性がある。

【高線量対応防護服（タングステンベスト）】

・重量が重いため、作業性に影響を与える可能性がある。
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①緊急作業の方法に関する知識

8）緊急作業に使用する保護呉の性能及び使用方法

3.安定ヨウ素剤の服用

放射性ヨウ素による内部被ぱくを防ぐため、安定
ヨウ素剤を服用する。

0安定ヨウ素剤予防服用の留意点

－放射性ヨウ素以外の核種に対しては防護効果
は無い

－適切なタイミングでの服用が必要

－服用不適切者、慎重投与対象者への対応

圃副イ乍用への対応
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⑦緊急作業の方法に関する知識
8）緊急作業に使用する保護具の性能及び使用方法

3.安定ヨウ素剤の服用

1臼涯が発盃］

じ文言亘画重量画放出

fE手抜および飲食物を逼じで丙語版iまく

：申極主盃豊明腺也煙壁画刀
0安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素による甲状腺の内部被ばく
を予防低減する医薬品（防護剤）である。

0放射性ヨウ素の取り込み前24時間以内～取り込み後8時間
以内であれば、甲状腺への取り込み抑制効果が期待される。
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①緊急作業の方法に関する知識
8）緊急作業に使用する保護巽の性能及び使用方法
3.安定ヨウ素剤の服用

0放射性ヨウ素の体内動態について
－吸気された放射性ヨウ素は、肺より血液に移行

・飲食物に付着、混入した放射性ヨウ素は、消化
管から吸収され、血液に移行

・血液中に移行した放射性ヨウ素は、約10～30%

が摂取後24時間までに甲状腺に集積
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①緊急作業の方法に関する知識
9)Jt急手当の方法

1.応急手当の基礎知識
「救命の連鎖」と応急手当の必要性

（弛｝
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玉
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,c臓と呼吸が止まってからの湾問経過
幽醐幽幽居合わせた人が救命処置在した場合

H ・a・救急車が来るまで何もしながった場合

早期認識と通報 一次救命処置 二次救命処置と

心始再開後の集中治療

予防：急性心筋梗塞や脳卒中に早めに気付いてあげる
胸痛、胸の重苦しさ、呼吸困難、冷汗、顔面蒼白、

意識消失、突然の麻揮、ろれつの乱れなど
早期認識と通報：人を呼ぶ、AEDを持ってこさせる、救急通報をする
一次救命措置：心肺蘇生、AEDによる除細動、口や鼻の異物除去

心停止が3～4分以上続くと救命困難！
日本救急医療財団心肺蘇生法委員会監修救急蘇生法の指針2010を参照して作成
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①緊急作業の方法に関する知識
9),t急手当の方法

1.応急手当の基礎知識

応急手当で求められる知識と技術

応急手当
心停止 「心肺蘇生法

救命処置T ベ
｜ 呼吸停止~ AED 
」気道閉塞一一ー気道異物除去

（腹部突上法...) 

その他の応急手当一一一搬送方法

止血法
熱傷の応急処置
熱中症の応急処置
その他
総務省消防庁HP応急手当の基礎知識より引用
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①緊急作業の方法に関する知識

怠）応急手当の方法

2.救命措置について

（ 倒れた傷病者を発見 ） 一次救命処置の手順
mm露軍軍盟 （応援、 119番通報、AED]

/ 、

一→｜普段通りの呼吸」→｜気道確保して
あり I ｜救急隊を待つ

呼吸なし／死戦期呼吸

、

綿膏圧迫

（ 人工呼吸 ） 
AED 

61 

~ 

①現場の安全確認1
②肩をたたきながら声掛け！
③誌援！ 119番！ AED入手！
④呼吸確認
⑤呼吸無ければ胸骨圧迫！！
強く、速く、絶え間なく・且－

⑥できれば人工呼吸

⑦届き次第AEDの電源オン！

JCR蘇生ガイドライン2015を参照して作成
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①緊急作業の方法に関する知識

9）応急手当の方法

2 救命措置について

気道確保

頭部後屈あご先拳上法

片手で傷病者の額を押さえなが

ら、もう一方の手の指先を傷病者
のあごの先端（骨の部分）に当て
て持ち上げる。

傷病者は顔がのけぞるような姿
勢になる。

救急蘇生法の指針2010より引用
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①緊急作業の方法に関する知識

9）蕗急手当の方法

2.救命措置について
一一山 一ーー一一ー一－・一一一ー戸ーー叩司同信匂－－－－－喧自白血ーー』一一『－－－－－－－－－－－－ーーーー一－-－冊目白冊目白ー－－-－白』一一－－司回帰回目也但岳山ヨーーーー司古冊目・.-－－ーーー－ー－－時四却益岳山ー』

胸 骨圧迫すあ

-， 
。δ。

①胸骨（胸の真ん中にある骨）の下l/2の場所に掌の基部をあてる

②もう一方の掌を重ねる重ねた手の指は組む

③自分の肩が自分の掌の真上になるような姿勢をとる

④両肘をまっすぐ伸ばして、垂直に体重をかけ胸骨を圧迫する

⑤傷病者の胸が5～6cm沈むまで~~ 1分間に100～120回押す

絶え間なく続ける 強ぐf速ぐf絶え厨なぐf
⑥圧迫と圧迫の聞には傷病者の胸が元の高さに戻るよう圧迫を解除

救急蘇生法の指針2010より引用
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①緊急作業の方法に関する知識

9）応急手当の方法
2.救命措置について

｛市胃~－ ,,c・明時四町明智令
一一叫志議腎量五五百重苦言F
北栄町HPより引用

AED（自動体外式除細動器）
①電源投入
傷病者の頭の近くlこAEDをおいて電源を投入。電源スイッ
チがなく、ふたを開けることで電源が投入される機種もあるの
で注意！

②電極パッドを絢に貼る（パッドに貼る場所のイラストあり！）

③1AEDが心電図解析（アナウンスがあれば傷病者から手を離す）

④1AEDがショックが必要と言ったら誰も傷病者に触ってないことを確認

⑤ショックボタンを押す（傷病者が刺激でピ、クンとなる）

⑥すぐに胸骨圧迫を再開

⑦1AEDが心電図解析④～⑦を繰り返す

⑧1AEDがショックが不要企言ったら、ショックIま効かないので心肺蘇生を続けて救急隊を待つ
日本救急医学会市民のための心肺蘇生を参照
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①緊急作業の方法！こ関する知識
別応急手当の方法

3.その他の応急手当（搬送法、止血等）

傷病者の搬送法傷病者の搬送は、応急手当の後に行う

首の安静

高所からの転落、吊り下げ、強い外力によ

る外傷など頚椎損傷の可能性がある場合、
傷病者の搬送に際して、救助者が傷病者の
頭を手で両側から包み込むように支える

( 1 ）担架搬送タオル等で保温をして原則足側を前にして搬送
(2）徒手搬送担架搬送がで、きない場合最小限度に行う！
原則複数で搬送。搬送の際は、搬送者が息を合わせて傷病者に動揺を与えない

65 

救急蘇生法の指針2010および北九州市HP傷病者の搬送方法より一部改編
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①緊急作業の方法に関する知識

即応急手当の方法

3.その他の応急手当（搬送法、止血等）

止血法

ビニール手袋を着用して

ガーゼを圧迫する

手袋の代わりにビニール袋を

利用する

出血部位を確認し、ハンカチやタオルを重ねて出血部位に当て
て、その上から圧迫止血をする（直接圧迫止血法）。

血液感染を防ぐために可能な限りビニール手袋やビニール袋
を利用する。

細い紐などで手足を縛る方法は神経麻癖などの可能性があり
推奨されない。

救急蘇生法の指針2010より引用
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①緊急作業の方法に関する知識
9）応、急手当の方法
3.その他の応急手当（搬送法、止血等）
一一 一一一 一一一一一一ー日 a - - --－ーーーーー一一一－--－司－－－－－－－－－－－－ーーーーーーーー』一ー一司自’－－－－－－－－ーーーー一一一一ーーー『ーー－－－－但山由ー『ーーーー－－－ーーーーーー一一ーーー－－－忌

熱傷（やけど）の応急処置

速やかに水道水などで冷やす

注意

＊氷や氷水で長時間冷やさない

＊広範囲のやけどの際、冷却による体温低下に注意
＊水癌はつぶさないように優しく冷却

救急蘇生法の指針2010より引用
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①緊急作業の方法に関する知識
別応急手当の方法

~－3. その他の応急手当（搬送法、止血等）

ペ熱中症の応急処置
意識がない！
＊救急要請

して医療機関ヘ

＊涼しい場所ヘ移動

＊首・脇・鼠径を冷やす

意識あり
＊水分・塩分構給

誤聴しないよう注意
＊安静

＊症状が残っていれば

医療機関ヘ
環境省熱中症予防情報サイトより引用
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①緊急作業の方法に関する知識
9）応急手当の方法

3.その他の応急手当（搬送法、止血等）

全面マスク等が外せない区域で、倒れた傷病者への対応

防護服の上から胸郭圧迫

内部汚染の可能性の低い区域

マスク除去 AED 1回

＋ 

店、
AED準備］

~圃鵬園田園田J

’（近ければ）

事業所内医務室等 日本救急医学会福島原発事故緊急WG

「1F内での心停止傷病者への対応について」より作成
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⑦緊急作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1.原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞①

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力
福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力

事業者等が原子力施設での緊急作業実施時における被ばく線

量管理，保護具・保護衣の着用，労働者教育の実施，健康管理

の実施等について，あらかじめ必要な準備を計画的に実施して
おくことが重要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を
実施している。
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①緊急、作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1.原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞②

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力
福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力

事業者等が原子力施設での緊急作業実施時における被ばく線

量管理，保護異・保護衣の着用，労働者教育の実施，健康管理

の実路等について，あらかじめ必要な準備を計画的に実施して
おくことが叢要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を
実施している。
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①緊急作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1.原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞③

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力
福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力

事業者等が原子力施設での緊急作業実践時における被ばく線

量管理，保護具・保護衣の着用，労働者教賓の実施，健康管理

の実施等について，あらかじめ必要な準備を計画的に実施して
おくことが重要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を

実施している。
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①緊急作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1.原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞④

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力

福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力

事業者等が原子力施設での緊急作業実施時における被ばく線

量管譲，保護呉・保護衣の着用，労働者教育の実施，健康管E患

の実施等について，あらかじめ必要な準備を計画的に実施して
おくことが重要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を
実施している。

73 標準要領／学科教育①10)



①緊急作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1 .原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞⑤

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力
福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力
事業者等が原子力施設での緊急作業実施時における被ばく線
量管理，保護異・保護衣の着用，労働者教育の実施，健康管理

の実施等について，あらかじめ必要な準備を計臨的に実施して
おくことが重要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を
実施している。

A 

74 標準要領／学科教育①10)



①緊急、作業の方法に関する知識 10）重大事故等及び重大事故等への対処の事例

1.原子力施設における放射線業務及び緊急作業に係る安全衛生管理対策の強化につ
いて（平成24年8月10日基発0810第1号）に記載された準備すべき事項等について

＜本通達に対する対応について＞⑥

平成23年3月11日に発生した東日本大震災に伴う東京電力
福島第一原子力発電所における事故対応を踏まえると原子力

率業者等が原子力施設での緊急作業実施持における被ばく線

量管理，保護呉・保護衣の着用，労働者教育の実施，健康管理

の実施等について，あらかじめ必要な準備を計画的に実施して
おくことが重要である。

このため，原子力施設及び本店等は，本通達に基づき原子力

施設内において緊急作業が行われる場合に備えた各種準備を
実施している。

75 標準要領／学科教育①10)



②緊急作業で使用する施設及び設備の構造及び取扱いの方法に関する知識

1.重大事故等対処設備の構造及び取扱い方法

重大事故等対処設備は、原子力事業者ごとに整備しており、構造及び取扱い方法
については、原子力事業者ごとの説明となります。

ここでは、代表的な設備の例を示します。

( 1 ）炉心損傷防止対策設備

－送水車など

刻p’幽 サンプル I 
Ira 園F世 i; • 

＂＇~－－暢

睡理署
会

やむ ・今「 t

唱九

(2）格納容器破損防止対策設備

－格納容器フィルタベン卜など

76 

予

(3）放射性物質の拡散抑制対策設備

－放水砲，放射性物質吸着材，

シルトフェンスなど

サンプル

標準要領／学科教育②



1.重大事故等対処設備の構造及び取扱い方法

一一一 ーーら一一『匂岳民司自白司自白ーーーーー一一一ーー『－－，司司冊目白司也崎町－－－－－－－－ーーーー『『『ー－－－－－－司色但－－ーーーーーーーーーーーーーー－－－但白血ーー一一ーーーーーーーーーーーーー－－ー－-. 

(4）その他対策設備
－アクセスルートの確保（ホイルローダなど）

サンプル

圃使用済燃料プールの冷却等（燃料プール水位計，燃料プールモニタ，送水車，
放水砲など）

ー且,•" ー孟ごと ｜ 
J/1園面4富島

－~奇圃，.凶 喝’h

、冒首

相同＿，， 匂お
a、

伊そ ._ ... -

司笹島

薗』

，・ w. -
‘・，f.•. 

サンニ:.J
ゲ竺士
幽・，... -
島符全議酬お景色－

＼ 
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1 .重大事故等対処設備の構造及び取扱い方法

(4）その他対策設備（つづき）

－水源の確保（貯水槽，送水車など）

サンプル

・電源の確保（ガスタービン発電機車，空冷式非常用発電装置など）

78 標準婆領／学科教育②



重大事故等対処設備の構造及び取扱い方法

(4）その他対策設備（つづき）

・環境モニタリングの強化（可搬MP、可搬型気象観測装置など）

持参慌を側

，，，，ミ鑓モニ，，，ンダ縫鑓
ー可総得宅二タリング総論

電磁栄治架線，，，‘与を~
Z事裁C’グ＂。ょう矯ランプつ
β絡そ合同ヘイJ タ
.，磁~－，；，－•，

4をの偽宅二＇；＞）；〆夕波袋
勾費＂ニ叡会？斜＂ぷ＂金策、';J,ffef誕2
巴町一引3ーヲ
定as，ナイ＇•；
,,w佑鈎

一

叫盆山富山一一一一地……
党首芭筏その窓辺〈潟両震を倉むにおいて様子炉混濁しろ山ら主主泌される急集約往鎗賓の:IJ:tおよび後射線需を湖
、ーヲ
比
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抑制杭＇；＜；c,'f耽＂＂＂ d抱珂時1軒閥

I (8 Tohoku Ele曲 lcPower Co., Inc. 

L 1モニタリング設織の概要伯郡 」
q務機鱗‘知之より落札岬寝〈気象鍵務綬翁〉

「一一王宮一
被冨扇rui
...句＆tttき
・図書守針・l'l:≪貌.
．腕時'SJUを
・滋... 十

講車且
各柊，lf)'i,,f.篠灘畿.
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盟姐健

常語，
。的盆穆帯

サンプル 象f－今d防娘調隆

10 M 叫uElectnc Power恥・1田 ' I 

（出典：女川原子力発電所2号機の安全性に関する検討会資料（H27.5.20))
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1.重大事故等対処設備の構造及び取扱い方法

(4）その他対策設備（つづき）
－緊急時対策所

－通信連絡設備（安全パラメーター表示システム，衛星無線設備など）

【13-2］情報脚本ツトワー娘婿の醐 ⑮ 
・緊急時に関係後鶴への情祖伝達が円滑かつ迅速に晴えるよう，a製原子力発電所
および本訟に非常期通信機.，テレぜ会繍システム，緊急時原子力発電所情報伝送
システムを砲備中． 【平成26年度上初完7予定］

出典：
出雲市全員協議会資料（H25.11.29)
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②緊急作業で使用する施設及び設備の構造及び取扱いの方法に関する知識

2.停止中プラントの安全対策（緊急安全対策）設備の構造及び取扱い方法

停止中プラントの安全対策（緊急安全対策）は、原子力事業者ごとに整備しており、
構造及び取扱い方法については、原子力事業者ごとの説明となります。

ここでは、代表的な設備の例を示します。

( 1 ）全交流電源喪失時における電源確保

・ガスタービン発電機車，空冷式非常用発電装置など

ず~－聾
欝

由主コ
闘

(2）冷却機能喪失時における使用済燃料プールへの注水

－送水車など

サンプル ． 議問蕊議選 サンプル
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2.停止中プラントの安全対策（緊急安全対策）設備の構造及び取扱い方法

(3）その他の対策

紡湯量Eの例（柏崎刈i羽〉……抽出tー叫．…一…－・・＂・一一…判明叫 v

非常用発電装置の寓書館畿の倒｛浜開）

［対＼干｜
サンプル
薗「

一朝一
子宮内

z鈴懸綜Jiの山
’20m以上i:：；；震予定

輔． 句陶・..

【非常用軍軍韓置による輯亀イメ一世田1

開叫ー

紡濡I.Iの例｛棺崎由j羽）

水密扉の例｛伊方｝一一一……一叩…一

問 NH山＂＂叩，
」
γ

,. 
出典：新潟県ホームページ
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③電離放射線のさ色体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 1）電離放射線の種類及び性質
1 .電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

鶴間態射線はどこで集まれる？

鞠績 事接接子 務諒子按

中佳子

勢 ；

＋ よて ＋唖抽

＠マ＼‘J 世帯
環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版印仁2013001」より引用

目 標準要領／学科教育③1) 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に濁する知識 1）竜離放射線の種類及び性質

1 .電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）
一一一一一一一一一一一一一一一一一ーー一－-－ー』』『ー』ーーーーーー』』ーーーー一一ー』ーーーーーー』ーーー一一一ーー一一一ーヮーー’ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ー－－『司－－－－－－－ーー一一一一

臨調践射線の種類
滋射線には鎗灘放射織と要時継綿織が
諸島gがも温調弘主主尊重量曜といった場会i.t.
後継故郷織を鎗すことが多い‘

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

84 標準要領／学科教育③1) 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法！こ関する知識 1）電離放射線の種類及び性質
1 .電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

ーや～ 今一一一ー司令ー』ーー】一一ーー向司－－－司自ー笹山岨ヨーーー一戸一ーー『回開閉－－恥－－ーヨ但』』ーーーー＝伺叩岳山－－ーーー一戸可・－田守古色白陸自由ーー』ーーー町四四回目但白】一一一ーーー但ω ーーー一一一一－-－叩信

臨翻放射性物質かお薦出される放射線
E謡語盤量

穂子畿

(/3漉〕

放射性物質から放出去される粒子議揺るいは君臨搬農

来線｛様子機05略で発生｝
｛電子0)紘遜潤移動tfi6電器集成｝

γ灘｛原子被か8織る）

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001」より引用

85 標準要領／学科教育③1) 



③震離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法iこ関する知識 1）電離放射線の種類及び性質
1.電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

臨趨竃磁離の神間

軍事錫型軽.

鴻量.r綴
｛一般にr事績は原子畿内tJ、ら
鴻壊は緩子被外D＇ら｝

守O’o 10' 10' 104 10' 10-i 10"4 唱合6 104 意0・暗 10,ff (•VJ 

務舛線

E
L申
油
制

い
一
線
描
棋

’
陥
綿
凪
惣
波

減
Eロクイ

f豊
富証

司令鵠 10-1• 10必 幼柑 104 官Q-4 守0-4 10.t 1 102 10,• 10• {m) 

1pt明 1nm 守派n 1mm 1r将 司km

－光｛ま波として掛金慣の総iζ粒子
としての性演を持つ
除電磁波を粒子ととらえたときに
f光子jと呼ぶ
上m訟唱I=！孝光子のエネルギ『｛eV)‘
プFの数字f衣波動としての液型星加措＊,rj総事専の I -

治潟

‘遮織が
進書ま＇::i!ffi!i

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

86 標準要領／学科教育③1) 



③鷺畿放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管壊の
方法に関する知識 1）電離放射線の種類及び性質

1 .電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

臨国旗射鰻恐竜難作思

プラスのイオシとこ
マイナスの電子｛ζ
分灘

i言語 務事院

嚇圃削除r～
え3

" 
。＊調車化されゑ震lt=.fI 
,'!itじかれた鏡子 ？ 

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001」より引用

87 標準要領／学科教育③1) 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 1）電離放射線の種類及び性質
1.電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

関国エネルギーの強古

導綾織 内

綿子斜恩寺中性子細 l~；一一一一ーニー
柵ヘリウム加討の原子核 a置F 守
．荷寵粒子（2+) ~ 

• fJ議
機穂子（あiるいは暢電子） 嘗伊
艦荷篭粒子｛あるい｛お）

司ー

〔J 〕

畿潜戸種
情議額控雛建設i

e 増強子線
，中性子
，事補電粒子 iiー÷
環境省『放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

88 標準要領／学科教育③1) 



③霊童離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 1）電離放射線の種類及び性質
1.電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

一一～一一 一一 A 一信匂m - - - - .苧』ーーーーーー』ー一回一－－－－－－－－－－ーーー－－m 但也白血ーーーー・ーー－－ーーー－－骨白島苧但－－ーーーーー一一ーーーーーーーーーーーーーーーー一一一ーーーーーーーーーー』一一ー一一一一

臨調競射糠愈透過カ
., .. 

放製嬢位、いろいろ怠物種でさえぎることがで重義

α線場
β練移

γ線・X練

中性子線教

一 一一
α絡を止め~ 8織を止める Y蟻・X織

を弱める
中綾子線
型E務める

J紙 アルミニウムなど鉛や鉄の 水棄を禽む物質
の覇軍し鳴漉緩 懲い綴 ,nえi段Kや

コンクυート

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001Jより引用
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 1）電離放射線の種類及び性質

1.電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）

臨翻IJ路樹鰻窃体内での透過カ

語集中で飛ぶ距離

1～特cm

数m
｛ヱエ事ルギ叫による｝

重量叩m～
｛エネJI,!!いによ~）

a糠
粒子（震予核）
｛君主草分の1cm)

轡

B穣
粒子（龍子〉

身体に当たると

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve『2013001」より引用

90 標準要領／学科教育③1) 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に翻する知識 1）電離放射線の種類及び性質

1.電離放射線の種類及び性質（アルファ線、ベータ線、ガンマ線、中性子線）
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鶴翻遭遇カと人体でφ膨醤範囲

a 

JJ 

γ 

〆 参事搬

放射性物語曜の
ある組織 鹿沼綾織

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

標準要領／学科教育③1) 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識の緊急作業において電離放射線が生体の級飽、組織、器

官及び全身に与える影響 1 .放射線の人体に与える身体的影響
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・漫函脳部漫騒轟

.測事績を受けた織広どのような薦制齢奇跡、$じないか、
測所｝十‘持費際的厳選｛議ぱくの線!t)

f由自由歯菌
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環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

標準要領／学科教育③2)



③電離放射線のさ主体に与える影響、健康管濯の方法及び被ばく線量の管理の

方法i二関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の絡潟、組織、器

官及び全身に与える影響 1 .放射線の人体に与える身体的影響

被ぱくの形態と影響・ヨE湿盗塁捧翠選議事量

一
伊

一
：
合
ド

一一二世鶴一一（

．蕗線量破iまく

I 晴樹椀受けた）
．低犠蓋畿！まく

（少量の糊す線を受けた）

九

Z
 

芳

帯議性被iまく
｛大畿の放射織を媛時部｛こ受けた〉

｝犠牲被iまく
｛少量ずつ長崎欝受けた｝

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

標準要領／学科教育③2)93 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器
官及び全身！こ与える影響 1 .放射線の人体に与える身体的影響

..，誼盛雄醤盤 放射線君臨櫨掲分類

数＝｛急早週期燭性以影影内醤嘗｝ 急意性性敢皮膚射穂難留審

発胎達児の異常発｛生奇形・） 

数ヶ舟以降器
.7j(晶体似毘海

続発影響
がん・自血摘

灘般性痕悪

可相

織灘Bf，蕗蹄係

轍鶴湾織難紫！生
で謡之~
確定的影響

ゃ機

奨棋盤畿で霊童之る
確率的欝響

ゅ皆

・2長な症状としてl.t，綴Iまく後数時濁以内広認められ答曜岐‘数尽から数週間
にかけてき主じる下郷、血濃縮総数の減少、滋廊、脱毛‘築設の一過性不妊症
などであミ5.

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

94 標準要領／学科教育③2)



③霊離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の総絡、組織、器

官及び全身に与える影響 1 .放射線の人体に与える身体的影響

Z塁塁率盛滋務機運E確率的影響と確定的影響

時

織量

礎調陣約膨事I（がん，a血病・遺伝等〉

環境省「放射線，による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

目 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管濯の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の締胞、組織、器

官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

Z轟轟醤箇極極極極 DNA<D損傷と修復

民躍をま型ゲ制調たりの損傷口構胞当たり〕
放縦割臨

\~'. 
纏種調醤 2.$箇所

哨締騎 す断：

紛争rgan，米m波書感縁殿様聖書爽会
年次総量削栴4題、 .20関｝

E景境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001」より引用

目 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に観する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の継路、組織、器
官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

～－ ..』一一－－ー『屯－－－値目首』但白色』ー－－－－

E温室翠鐙醤趨盤盤温

人体

陣轡なしマ

一－－－－－－－ー目－－『－－－－－－－－－－－－－－－ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー－－四ーーー司自ーー回

DNA~→綿胞→人体

締飽一

jゐ

＼ 
~ *Mffli 

て襲＠

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版印r.2013001」より引用

97 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に観する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の綿砲、組織、器

官及び全身に与える影響~－急性影響の発生機構

E塁盗遜盤鐙鍾鍾遺盤整霊 被ほく後φ時間総昆と影響

終書店褒•. 

’貫一

認躍融事F‘
鹿拘置車

ヨ置録後調臨調E

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001Jより引用

目 標準要領〆学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に演する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、緩織、器

官及び全身に与える影響 2急性影響の発生機構

稽接的影響準盤盤霊霊盟盤整重

影響なし

i翌E
f.~警ー器i

ゅ場

当選議一議議ーで怒み
機能喪失

形態糞常

留君 F、
一一→ -o __ 
0 0 ... 
題接不能

一立…

確定的膨響iとほしをい償がある

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001Jより引用

標準要領／学科教育③2)99 



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に溺する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の締胞、組織、器
官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

霊盟霊長滋鐙滋話盗選塁率I！溜 臓器・器官の旗射線感受性
分盤が盛ん 感受性が酒11,,

消4長繊蕪：粘膜、小綿綿毛

寝班、限：毛糧、汗践、皮膚、水轟体

そゆ偲：勝、腎臓、肝臓、甲状鰻

支持薬：血管、筋肉、脅

悲運系：神経

蟻密性が縫い

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001Jより引用

100 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器

官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

確率的影響E墨謹選鐙塁盗盛霊盤纏

山や

滋漣

糊
チ
時
組
織
綿

。C2.o
確家的野欝には 可
しきい櫨がない｛と根定）¥....,. 

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001Jより引用

101 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、｛建療管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器

官及び全身！二与える影響 2.急性影響の発生機構

蔵置堕鐙鐙飽盛訴追運盤整輝 線灘反応関係

霧
車
率

時設捜際ぬi
線量

環境省『放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版印r.2013001」より引用

102 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体！こ与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法iこ濁する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、総織、器
官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構
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Iii蝉遜盤整温 金義き被｛まくと局所被ばく

員堅守'f1J祭会費量薫建設 総書農繁場幾重苦望書機会事重要霊 感総1車線琴線より住民普賢

環境省『放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001Jより引用

標準要領／学科教育③2)



ノJ

③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器
官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

磁調描ヂ急犠態射線接：

機iまく時
ι 
属議盤強鱒轟轟悪；；

嚇・2阻 iド無鰍
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・滋耳語灘事態
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必湾化嘗織審

・波高慢海軍事

榊紙風管覇軍司堅

緩警護孟明ごま｛

悦郎獅略的

3援金身16"71じこn両面再n瓦正面脱融二憂掛けた場合/2J事られる雌繊細
環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

104 ィ 標準要領／学科教育③2)



〆＼

③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の絡線、組織、器
官及び全身に与える影響 2.急性影響の発生機構

巴守

監選蓮醤醤盤量 接種鱒審斡しさきい櫨
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輔讃糠滋射線激怒草委策会議銭着信118(2012）でIみし習をい穫がFtずさ5れ，1::..

震線鰍斜線総貴重型患－会叙>07嫁脅迫官接

一→ 環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

105 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法i二関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、経織、器
官及び全身に与える影響 3.放射線による発がんの機構

躍盟盤塑塑警発がんのしくみ

戸
す
猶
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鰍
M
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豊
崎
事

側／市計一災
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砂放射織はがんを起こす2さまざまなきっかけの…つ

発
症
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照
度

段取病

・変舞鶴胞ががんになるまでには、いろいろなプロセスが必饗
→数年～数十革かかる

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ve仁2013001Jより引用

106 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の絡路、組織、器
官及び全身に与える影響 3.放射線による発がんの機構
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環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

107 標準要領／学科教育③2)



し／

③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の絡胞、組織、器
官及び全身に与える影響 3.放射線による発がんの機構

If；皮lrnr~~丞~さE防車 さまざまな係数

・等価線量（Sv)= 

開摂欄鮪躍砲種類爾欄
和日ロール

一 ’ 一 一司 ..  

Y線、 X線、 β線
陽子線

α線、重イオン
中性子線

・実効線量（Sv)=I Cwr x 等価線量）

1 

2 

20 

2.5～21 

付制川町付州怖感輯瀬村一（ア河川：次予科け問問問粗鱒蘭輯繊照狩対
骨髄（赤色）、結腸、肺、胃、乳房 I 0.12 
生殖腺 I o.oa 
臆脱、食道、肝臓、甲状腺 I o.o4 
骨表面、脳、唾液腺、皮膚 I 0.01 
残りの組織の合計 I 0.12 

Sv：シーベルト Gy：グレイ
国際放射線防護委員会2007年勧告

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

108 標準要領／学科教育③2)



ぺ

③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法iニ演する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器
官及び全身に与える影響 3.放射線による発がんの機構

一ーム・＂・・一一ー一－ －司同司叩ー恥四四笹島田但ーーー－－『同『何回－－－－－－－－－－ーーー句同司－－－－－－－ーーーー－-－－ーーーーーーー』ーー『伊扇町ーーー－－－－一一切目司－－－－－－』』ーー司－--－－“ーー一司由－
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環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001Jより引用

109 《 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法！こ関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の細胞、組織、器
官及び全身に与える影響 4.放射線による発がんのリスク

臨翻確率的野雛ゆυスタ

被｛まく熊し＊

‘爽織的事、総書苦奇襲
被Iまくの需主い狼liltで
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ん，
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：語周忌孟事長：放製績を瀦ぴ？で壱ー
がんになる人となろないλがいる
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環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用

110 標準要領／学科教育③2)



③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の綿砲、組織、器

官及び全身に与える影響 4放射線による発がんのリスク

踏韻低線離準機ばくによるがん苑亡リスク
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環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001Jより引用
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③電離放射線の生体！こ与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に践する知識の緊急作業において電離放射線が生体の総胞、組織、器
官及び全身に与える影響 4.放射線による発がんのリスク

留閤識がんに関遣する関子

r岨日働時内側

！ 明嬰 ヒトのがんの療図と関連のある関子
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C猷裕樹C制等輔C制機材7：終-58(199!りより作成

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料平成25年度版ver.2013001」より引用
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 2）緊急作業において電離放射線が生体の綿路、組織、器

官及び全身に与える影響ヰ－放射線による発がんのリスク
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ぱく線量の管理の方法に関する知識

3）緊急作業における健康管理の方法

( 1 ）緊急作業従事期間中の健康管理
事業者は，緊急作業従事者に対し緊急作業従事期間中の健康管理のための

健康診断を以下のとおり実施することが法令により義務付けられています。

〉緊急作業等従事期間中に行う緊急時電離放射線健康診断

検査頻度 ｜ 

114 
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※健康診断の際に，当該労働者が前回の健康診断後に受けた線量（これを計算によっても算出することがで

きない場合には，これを推定するために必要な資料（その資料がない場合には，当該放射線を受けた状況

を知るために必要な資料））を医師に示さなければならない。

※ ii～viについて医師が必要でないと認める場合は省略することができる。

※事業者は，緊急作業従事者の健康診断結果について、緊急時電離放射線健康診断個人票を作成し，これ

を30年間保存するか、文は当該記録を5年間保存した後において、厚生労働大臣が指定する機関に引き

渡す。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の方法に関する知識

(2）長期的な健康管理

一 一一一一 一一一ー ーー－－－－－－－－－ーーーーーーーーー司』『『『司『『同司司－－-－－・巴-－ーーーー但也ーーーーーーー－－－－阻p m叩－－』ーー一一－－－司司ー－－－－ー自信一一一『『司同信也－－－匂】』一一一戸『帰島一伺司－－

事業者は，緊急作業に従事し文は従事した者で、あって，緊急作業従事期間中

に受けた放射線の実効線量が通常の線量限度を超えた者に対し，長期的な健康
管理を以下のとおり実施することが大臣指針により義務付けられています。

〉緊急作業等従事期間中に受けた放射線の実効線量が1年につき50mSvを超えた
者に行う検診等

検査顛度 ｜ 

※受診者本人が希望しない場合は，当該検査を実施しなくてもよい。

※検査の実施にあたっては，あらかじめ，検査内容やその必要性等について，受診者に対して十分に説明する。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ぱく線量の管理の方法に関する知識

〉緊急作業等従事期間中に受けた放射線の実効線量が1OOmSvを超えた者に行う

がん検診筈〔-1！雪）＿＿＿ーー

・・E語通週・・

肺がん検診

検査項冒 ｜ 

i胸部エックス線検査

H喫煙者には曙療細胞診

iii上記 iの検査の結果及び被ぱく線量等から医師が

必要と認めた場合には、胸部CT検査＊2

本 2肺がん検診における胸部CT検査は、当該検査による被ぱ
く量を考慮し、低線量CT検診によることが推奨される。

※受診者本人が希望しない場合は，当該検査を実施しなくてもよい。

検査顛度 ｜ 

i 1年！こ1回
ii 1年に1回
iii喫煙者は1年に
1圏、
非煙者は3年に
1回程度

※検査の実施にあたっては，あらかじめ，検査内容やその必要性等について，受診者に対して十分に説明する。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ぱく線量の管理の方法に関する知識

〉緊急作業等従事期間中に受けた放射線の実効線量が1OOmSvを超えた者に行う

117 

がん検診等（2/3〕
tl主.-,,e•. ｜ 検査項目 ｜ 圃E孟函温圃

大腸がん検診 1便潜血検査也 九

～ベトtr：手：認をめ検査VJ結果及び披ほぐ摂量等から医師がー
マ；引必要簿や主幹事｛~！~ 耐耕三？”ム：……

甲状腺の検査 i頚部超音波検査

ii上記 iの検査の結果及び被ぱく線量等から医師が

必要と認めた場合には、甲状腺刺激ホルモン（TSH）、

遊離トリヨードサイロニン（freeT 3）及び遊離サイロキシ

ン（freeT 4）の検査本1

*1甲状腺の検査における採血による甲状腺刺激ホルモン
(TSH）、遊離トリヨードサイロニン（freeT 3）及び遊離サイロ
キシン（freeT 4）の検査は、甲状腺機能低下症等の放射線
による健康影響を調べる目的であるため、甲状腺等価線量
が一定以上（おおむね5グレイ以上を目安とする。）の者に対
して実施することが推奨される。

※受診者本人が希望しない場合は，当該検査を実施しなくてもよい。

j st制二千田
Hャ l（）相手1回程度

i 3年から5年に
1回

※検査の実施にあたっては，あらかじめ，検査内容やその必要性等について，受診者に対して十分に説明する。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ぱく線量の管理の方法に関する知識

〉緊急作業等従事期間中に受けた放射線の実効線量が1OOmSvを超えた者に行う

ーがh強診筈L町長］一一一－
E歪L’ 横査項震 ｜ 

とい三三ニゴ：；刊滞納燃側燃鰻耐震；照明漆閉校三問：広三況とら

※受診者本人が希望しない場合は，当該検査を実施しなくてもよい。

－這単調E

※検査の実施にあたっては，あらかじめ，検査内容やその必要性について，受診者に対して十分に説明する。

〉保健指導およびストレスチェック

0事業者は，緊急作業従事者に対し，健康診断ゃがん検診の結果を総合的に考慮した保健指導を実施する。

O事業者は，がん検診等の対象者のうち，喫煙者については禁煙指導を実施する。その際，希望する者には

禁煙外来を紹介する。

0事業者は，緊急作業従事者に対し通常の放射線業務とは異なる環境下で緊急性の高い作業に従事したこ

とによる糖、神面への影響を踏まえ，希望する者にはメンタルヘルスケアを含めた健康相談を実施する。

0事業者は，緊急性の高い作業に従事することによる精神面の影響を踏まえ，可能な限り，全ての緊急作業従

事者に対してストレスチェックを実施するとともにストレスチェックの結果を勘案し，必要に応じて当該労働者

の心理的な負担を軽減するための適切な措置を講じるよう努める。
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③霞離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 4）緊急被ばく限度（電離員lj第七条のニ第一項に規定する

特例緊急被ばく限度をいう。） 1.緊急被ばく線量限度（100mSv、250mSv)
一 一一ー一一ー”ー但－ --－一ーーーー守司叩也－ －－ーー－ー『開明骨骨腎叩・6 --－ー回目一司『時間担匂P由自笹山勾－－－ーー“－ --－一目『『・－ -－ーーー『宇島司信也白血ー一一『－ －ーヨ巴ー』一司句”ーーーー匂『由冊目ー也、ー

電離則改正の趣旨

・東電原発事故において、特例省令を定め、緊急被ばく
限度を250mSvまで引き上げ

・当初、全ての緊急作業を対象。段階的に適用作業を限
定し、原子炉の安全性が確保された段階で廃止
174人が100mSvを超えて被ばくし、そのうち6人が
250 mSvを超えて被ぱく

この経験を踏まえ、あらかじめ特例的な基準を定める
とともに、特別教育規程及び事象告示を制定
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法！こ関する知識 4）緊急被ばく濃度（電離則第七条のニ第一項に規定する
特例緊急被ばく限度をいう。） 1 .緊急被ばく線量捜度（100mSv、250mSv)

緊急作業時における被ばく限度

O電離放射線障害防止規則第7条
緊急作業に従事する聞に受ける線量は、以下に定める
値を超えないようにしなければならない。

実効線量については、 100mSv 

・眼の水品体に受ける等価線量については、300mSv 
皮膚に受ける等価線量については、 1Sv 
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法iこ践する知識的緊急被ばく眼度（電離異IJ第七条のニ第一壌に規定する
特例緊急被ばく限度をいう。） 1 .緊急被ばく線量限度（1OOmSv、250mSv)
一一 一 一… … ………一一 一守山叩 町一ー“ーーー－一－ -－－－同叩司白色白白色町－－ー司『 F 『『司司－－－－－自信値目白ーー市町市南国 w - －－“自由一司何司時間司ーーー－ --－ーー『時司司伺’－－ －－尚一ー回目時四－ －－－ー】町一信－悶・－－－－－ーー－

特例緊急被ばく限度

O電離放射線障害防止規則第7条の2
・緊急作業に係る事故の状況その他の事情を勘案し、
実効線量の限度の値（250mSvを超えない範囲内）を
別に定めることができる。

・以下に該当するときは、直ちに、特例緊急被ばく限度
を250mSvと定める。

→原災法第10条に該当する事象のうち厚生労

働大臣が定めるもの

→原災法第15条に該当する事象
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③議離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に践する知識 4）緊急被ばく限度（電離奥lj第七条のニ第一環に規定する
特例緊急被ばく眼疫をいう。） 1 .緊急被ばく線量限度（100mSv、250mSv)

電離則改正の概要①
O特例緊急被ばく限度（第7条の2関係）
・通常作業における5年あたり被ばく限度100mSvを超
える作業を行う正当化が必要
ICRPの勧告等で100mSvを超える被ばく限度の適用
が認められる作業として「破滅的な状況の回避」が示さ
れている
東電原発事故においても、250mSvで、緊急対応が可

能であった経i験、リンパ球数減少のしきい値を決める
のは困難なことを踏まえ、250mSvを定めた
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 4）緊急被ばく限度（電離員IJ第七条の二第一項に規定する
特例緊急被ばく濃度をいう。） 2.緊急被ばく限度の考え方

一一町内一一一台｝、一一一一一ーーーーー叩－－島町一.-－ー竿但】ーーーー一守一司時－－－，恒ーーー－－司岳山ー一ーーー一一ー司・－－－－－－－－－】同『『何回ー守・・－－－－－－ーーーー一一ーー－--－司自由ー一一戸－－－－－－－－－ーーーーーーー，

緊急被ばく限度の考え方

東電福島第一原発事故に緊急被ばく限度2,50ミリシー〆
ベルトで、緊急対応が可能で、あった経験を踏まえると、こ
れを超える線量を受けて作業をする必要性は現時点
では見いだしがたい。

・緊急作業中のリンパ球数の減少による免疲機能の低
下を確実に予防するという観点から、250ミリシーベル
トを緊急被ばく限度として採用したことは妥当といえる。
既存の緊急作業時の眼の水晶体及び皮膚の等価線
量限度は、適切に保護具が着用されれば超えるおそ
れはないため、変更する必要はない。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の
方法に関する知識 4）緊急被ばく限度（電離員lj第七条のこ第一項に規定する

特例緊急被ばく限度をいう。〕 3.緊急作業従事者となる要件

特例緊急作業に従事する者（1) 

O電離放射線障害防止規則第7条の3
原災法第八条第三項に規定する原子力防災要員

・原災法第九条第一項に規定する原子力防災管理者
． 同条第三項に規定する副原子力防災管理者
0電離放射線障害防止規則第52条の9
特例緊急作業に係る業務に原子力防災要員等を就か
せるときは、特別の教育を行わなければならない。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法！こ関する知識 4）緊急被ばく設度（電離奥lj第七条のニ第一項に規定する
特例緊急被ばく限度をいう。） 3.緊急作業従事者となる要件
（一一一一 一←一一一一一一一一一一一一一戸－.司令阻・－叩－－－－ー』ーー一一一目白司司司ーーーー笹田但目白血自白ーー『一一ー畑町冊目ーーーーーー』』『ー周司四冊目－-－－ーーー一一ーー同司佃－－ーーーー『守『自由－--－－』一－－－司骨---－目白山

特例緊急作業に従事する者（2)

0実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則
第79条

緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線
防護措置について教育を受講

緊急作業に従事する意思がある旨を発電用原子炉設
置者に毒菌で申し出た者

・緊急作業についての訓練を受けた者
・原災法に規定する原子力防災要員、原子力防災管理
者又は副原子力防災管理者
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の

方法に関する知識 4）緊急被ぱく限度（電離良IJ第七条の二第一壌に規定する

特例緊急被ばく限度をいう。〕 3.緊急作業従事者となる要件

電離則改正の概要②

O特例緊急被ばく限度（第7条の3関係）
・原子炉施設が破滅的な状況に至ることを回避すること
を主たる目的とする作業のための作業者に限定

・放射線業務従事者で、あって、特別の教育を受けた者
． 上記以外の労働者については、特定緊急被ばく限度
は適用されない

特例緊急作業に係る労働条件を明示した上で双方合
意の上で労働契約を締結
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③電離放射線の生体に与える影響、｛建蔑管理の方法及び被ばく線量の管

理の方法iこ関する知識 5）緊急作業における被ばく線量減定の方法
1.被ばく線量の測定

） 一一 →← 一 一一一 一一一一ーー『ー時司叩－－－ーー』ーーー』司自，－－－－－－－－ーーー－－-－司問問P－・島問際司隆也也白日『一一ーーー冊目叩－－－ーーー－-－－酌但也－－ーー』『『ー司司但也－--－－司・－－－－凶－－句調.-－叩－山崎句』

外部被ばく線量の測定〔個人線量計〕

線量測定範囲例
y線以外への適

手重 類
用

読取方法
Cr線） /3 中性子

光刺激ルミネッセンス
10 μ. Sv～10Sv 。。読取装置

線量計（OSL)

蛍光ガラス線量計 10 μ. Sv～10Sv 。。読取装置
電子式線量計 1 μ. Sv～10mSv ム ム 直読
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管

理の方法に践する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法

1.被ばく線量の測定

光刺激ルミネッセンス線量計（OSL)

・高感度で、広い線量範囲が測
定できる

・エネルギー依存性が良い
・繰り返し測定ができる
・フエーデ、イングが極めて小さい
・機械的に堅牢で、小型、軽量、
安価

；
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OSL線量計

（長瀬ランダウア（株）HPより）
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管
理の方法に関する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法
1.被ばく線量の測定

一 一一一一白戸一』司骨骨ーー－－-－ーー自由自白ーーー降四回ー由民田司・釣--－ーーーーーー一白崎－-－”－ －ー也白血－－－－－ー－-－－司直也自白血白色司『同冊目叩－－－－－－一司白骨－－－－－－－－ー一冊目ー－－－－－‘

蛍光ガラス線量計

fjラスパッジ

蛍光ガラス線量計
（（株）千代田テクノルHPより）
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・何度でも読み取り可能
・広い範囲の積算線量が測定
可能

・フェーディングが小さく、測定
値に対する信頼性が高い

・持ち歩きにかさばらない

・素子聞の特性のバラツキが
小さい
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管
理の方法に践する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法

1 .被ばく線量の測定

電子式線量計

電子式線量計

（目立アロカメディカル（株）田より）
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・作業中にいつでも被ばく線量
を知ることができる

・アラームメーターでは、被ばく
限度を決めて管理可能

・高感度
・電源を必要とし、 OSL線量計
等と比べると大型で重い

・機械的衝撃に比較的弱い
・電気的ノイズに比較的弱い
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管

理の方法に関する知識 5）緊急作業における被ばく線量；Jlll定の方法
1 .被ばく線量の測定

内部被ばく線量の測定

｜ 体外計測法 ｜崎
体内に残存している放射性物質
の種類と量を、体外から測定

Cr線放出核種にのみ適用可）

｜バイオアツセイ法 I1崎
排池物中の放射性物質の種
類と量の測定

ダストモニタによる測定結果や
当該区域で取り扱われる放射性
物質の量から評価

1.摂取経路の確認

（吸入、経口等）

2.摂取から測定まで

の経過時間

ヲ3.対象核種の確認
4.体内挙動
（残留率、排池率）

、
摂取量

ノ
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管

理の方法に践する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法

1.被ばく線量の測定

核種に応じたモニタリング方法の選定

難体外計測法・・・ガンマ線放出核種のみ測定

•s4Mn 、 6oco 、 134(5 、 131c5 、 1311 、 106Ru(106Rh）等

難バイオアッセイ法・・・アルファ線、ベータ線放出核種

•3H 、 89Sr、 gosr、 U 、 Pu 、 241Am等

(Puと241Amは便・尿、他は原を採取）

醤空気中濃度計算法・・・核種は限定されない

・空気中濃度を測定、あるいは飛散率を
利用して空気中濃度を算出する
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③鷺離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管
壊の方法に関する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法
1 .被ばく線量の測定
一一一一守... 一一ー一自由ー一 回司－－－自民ーー』』屯民自 ーー－-－－－司ー－－－－－』ーーーーー－-- ー司』ーーーーーーー』

体外計測器の概要
麟体外計測法

体内の放射性核種からのガンマ（エックス）線を測定

長所：短時間で放射能を測定、評価できる

短所：全ての核種を測定で、きるわけで、はない

態測定対象による測定器の分類

。全身モニタ

議甲状腺モニタ

命肺モニタ 〈
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管
理の方法！こ関する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法

1.被ばく線量の測定

年齢層別甲状腺（ファントムによる）中のヨウ素131残留量
とサーベイメータ指示値との関係

（

Z
＼
〉
的
ミ
）

甲状腺（測定位置）
気管

組
l持
~回

苔0.5
-Q¥ 

左肺ご

て

中、

右肺

甲状腺の位置と形状

甲状腺中のヨウ素131残留量（kBq)・0歳企 1～2歳＂＂＇ 3～4歳
口14～16歳 0 20歳以上

Tanaka, G., Kawamura, H., J.Radiat.Res., 19, 78-84(1978），および科学技術庁二“緊急時における放射性
ヨウ素測定法”、放射能測定シリーズ15、P24(1977);

ただし、単位をSIに変えたもの

。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管
理の方法に演する知識 5）緊急作業における被ばく線量減定の方法

1 .被ばく線量の測定

サーベイメータの換算係数の例

甲状腺ヨウ素131残留量測定におけるNal(TQ）シンチレー
ション式サーベイメータの換算係数の例

サーベイメータ型式 成人の換算係数

TCS-171、TCS-172 30k8q/ ( μ Sv/h) DBM（エネルギー補償）
型

TCS-161 20k8q/ ( μ Sv/h) デ、イスクリレベル50keV

) 
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③電離放射線の生体に与える影響、｛建療管理の方法及び被ばく線量の管
壊の方法に関する知識 5）緊急作業における被ばく線量測定の方法

] .被ばく線量の測定

測定頻度

e外部被ばくの測定

通常：3月間、 1年間及び5年間について集計

1日1mSv超のおそれ今毎日確認

緊急作業：1月間、 1年間及び5年間について集計

。内部被ぱくの測定

通常：3月間Iこ1回

緊急作業：1月間！こ1回
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ばく線量の管理の方法に関する知識

6）緊急作業における被ばく線量測定の結果の確認、記録等の方法

1.被ばく線量測定の結果及び記録等

( 1 ）被ばく線量の評価方法

外部被ばく：個人線量計の測定結果を基に評価する。

内部被ばく：ホールボデ、イカウンター（WBC）等の測定結果を基

に評価する。なお、測定結果が記録レベルを超え

ない場合は、「記録レベル未満Jとして扱うo

(2）記録等

・評価した被ばく線量は、個人ごとに作成する「緊急作業従事
者線量記録」で管理する。

－また、放射線管理手帳に緊急被ばく線量として記録する。
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③電離放射線の生体に与える影響、健康管理の方法及び被ぱく線量の管理の方法に関する知識

7）電離則第四条第一項に規定する被ぱく限度を超えた緊急作業に従事する者に係る被
ばく線量の管理の方法

【1OOmSv/5年を超えた放射線業務従事者が、事故収束後に

通常の放射線業務に従事する際の線量管理方法】

1.事故発生時を含む線量管理期間内の線量管理方法

＝今「5mSv／年」を上限とする（必要不可欠な要員に限る）。
※通常被ばく線量のみの累計が通常被ぱく限度（50mSv／年かつ100
mSv/5年）を超えてはならない。

｜イメージ｜ 緊急被ばく 11立与示蚕両面一占云と~l－~ρふ
~v I smSv／年で管理しなければならない ' 

通常被ぱく - l 
L 「 ．．． 

；上限5mSv上限5msv:

1年目 2年目 3年目 ¥ 4年目 5年目；

2.事故発生時の次の線量管理期間以降の線量管理方法

当 1OOmSv/5年かつ生涯1Svを超えないように管理する。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の擦係条項

1.関係法令のあらまし

放射線管理に関する主な法令

O原子力基本法
0原子炉等規制法
O労働安全衛生法
0放射線障害防止法
O労働基準法

「

139 標準要領／学科教育④1) 



⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の関係条項

1 .関係法令のあらまし
①労働安全衛生法
( 1 ）目的

第1条
この法律は、労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）と相まって、労働災害の防止の

ための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる等

その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安全と健
康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的とする。

(2）事業者と労働者の責務

第3条

事業者は、単にこの法律で定める労働災害の防止のための最低基準を守るだけでなく、快
適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保す

るようにしなければならない。また、事業者は、国が実施する労働災害の防止に関する施策に
協力するようにしなければならない。（以降省略）

第4条

労働者は、労働災害を防止するため必要な事項を守るほか、事業者その他の関係者が実施
する労働災害の防止に関する措置に協力するように努めなければならない。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離異IJ中の関係条項

1 .関係法令のあらまし
一一一一 一一一 ー一一一一ーーーー』ーー一一ーーーーーー明司一回司司司－－－－－－－－但ーーー』ーーー一一ーー『－－ーーーー也也 m -－－ーー】ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一ーーーーーーーーーーー一一一ー－

(3）事業者が講ずるべき措置

第22条

事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
ー （省略）

一 放射線、高温、低温、超音波、騒音、振動、異常気圧等による健康障害
一 （省略）
四 （省略）

(4）安全衛生特別教育の実施

労働安全衛生法では、いろいろな業務の中でも特に危険だったり人体に有害だと考えられる
業務については、「安全衛生のための特別な教育」を行うことが定められています。（第59条）
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の関係条項

1.関係法令のあらまし

②電離放射線障害防止規則

電離放射線障害防止規則（電離則）は、労働者に対する放射線

による健康被害をできるだけ少なくすることを目的とした規則で、
労働安全衛生法に基づいて定められたものです。

( 1 ）基本的な原則

第1条
事業者は、労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするように努めなければならない。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
襲lj及び電離農lj中の務係条填

1.関係法令のあらまし

(2）管理区域

第3条

放射線業務を行う事業の事業者は、次の各号のいずれかに該当する区域（以下「管理区域」とい
う。）を標識によって明示しなければならない。

一外部放射線による実効線量と宰気中の放射性物質による実効線量との合計が3月間につ
き1.3ミリシーベルトを超えるおそれのある区域
ニ放射性物質の表面密度が別表第31こ掲げる限度の10分の1を超えるおそれのある区域
2～3（省略）
4 事業者は、必要のある者以外の者を管理区域に立ち入らせてはならない。

別表第3 表面汚染に関する限度

区分 限度
(Bq/cm2) 

アルファ線を放出する放射性同位元素 4 

アルファ線を放出しない放射性同位元素 40 
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④務係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員IJ中の関係条項

1 .関係法令のあらまし

(3）放射線の線量限度

第4条
事業者は、管理区域内において放射線業務に従事する労働者の受ける実効線量が5年間につ
き100ミリシーベルトを超えず、かつ1年間につき50ミリシーベルトを超えないようにしなければな

らない。
2 事業者は、前項の規定にかかわらず、女性の放射線業務従事者（妊娠する可能性がないと診断
されたもの及び第6条に規定するものを除く。）の受ける実効線量については、 3月間につき5ミリ
シーベルトを超えないようにしなければならない。

第5条
事業者は、放射線業務従事者の受ける等価線量が、眼の水品体に受けるものについては1年間
につき150ミリシーベルト、皮膚に受けるものについては1年間につき500ミリシーベルトを、それ
ぞれ超えないようにしなければならない。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生窺
異lj及び電離異lj中の務係条項

1.関係法令のあらまし
一一ν ..ーザ匂白血自由.ーー目白色｝ーー』ー・ーー『ー百四回叩－-－叩ー司’－－－－－－・苧白血但一一－－－－－－－－－但司匹目但但血苧但－---－ーーーーーー－－古島血但ーーーーーーーーーーーー』ー－田P守骨骨ーーーーーーーー－－

実効線量、等価線量の線量限度

項 目 線量限度（期間）

一般の放射線業務従事者の実効線量
50mSv/1年間
100mSv/5年間

女子の実効線量 5mSv/3月間

妊娠中の女子の実効線量（内部被ばく） 1mSv（妊娠と診断されてから出産まで）

放射線業務従事者の眼の水晶体に受ける等価線量 150mSv/1年間

放射線業務従事者の皮膚に受ける等価線量 500mSv/1年間

妊娠中の女子の腹部表面に受ける等価線量 2mSv（妊娠と診断されてから出産まで）

緊急作業時の実効線量 1 OOmSv（緊急作業の間）

緊急作業時の眼の水晶体の等価線量 300mSv（緊急作業の間）

緊急作業時の皮膚の等価線量 1 OOOmSv（緊急作業の間）
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離異lj中の関係条項

1.関係法令のあらまし

（ヰ）特例緊急被ばく限度

第フ条の2
官tr条第1墳の場合において、厚生労働大臣は、当該緊急作業に係る事故の状況その他の事情
を勘案し、実効線量について開条第2項の規定によることが関難であると認めるときは、問項の規
定にかかわらず、当該緊急作業に従事する間に受ける実効線量の限度の値（250ミリシーベルト
を超えない範閣内に限る。以下「特例緊急被ばく限度jという。）を男I］に定めることができる。

2 前項の場合において、次の各号のいずれか！こ該当するときは、厚生労働大臣は、車ちに、特例
緊急被ばく限度を250ミリシーベルトと定めるものとする。
一原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156号。次号及び次条第1壌においてr原災
法jという。）第10条に規定する政令で定める事象のうち厚生労撤大臣が定めるものが発生し
た場合
ニ掠災法第15条第1項各号に掲げる場合

第フ条の3

事業者iま、原災法第8条第3l買に規定する原子力防災要員、原災法第9条第1項に規定する原
子力防災管理者又は間条第三項に規定する菖I］原子力防災管理者（第52条の9においてf原子力
防災要員等jという。）以外の者については、特例緊急作業に従事させてはならない。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離異lj中の擦係条項

1 .関係法令のあらまし

(5）放射性物質取扱作業室での管理

第22条

事業者（第41条の31こ規定する処分事業者を除く。以下この節において同じ。）は、密封されてい
ない放射性物質を取り扱う作業を行うときは、専用の作業室を設け、その室内で行わなければなら
ない。

(6）特別な作業の管理

第41条の12

事業者は、原子炉施設の管理区域内において核燃料物質若しくは使用済燃料文はこれらによって
汚染された物を取り扱う作業を行うときは、これらの作業に関し、次の事項について、労働者の放射
線による障害を防止するため必要な規程を定め、これにより作業を行わなければならない。
一作業の方法及び順序

二外部放射線による線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度の監視に関する措置
三天井、床、壁、設備等の表面の汚染の状態の検査及び汚染の除去に関する措置
四異常な事態が発生した場合における応急の措置

五前各号に掲げるもののほか、労働者の放射線による障害を防止するため必要な措置
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令L労働安全衛生規
則及び電離員lj中の関係条項

1.関係法令のあらまし

(7）緊急措置

第42条
事業者は、次の各号のいずれかに該当する事故が発生したときは、その事故によって受ける実効
線量が15ミリシーベルトを超えるおそれのある区域から、直ちに、労働者を退避させなければならな

一第3条の2第1項の規定により設けられた遮へい物が放射性物質の取扱い中に破損した場
合文は放射線の照射中に破損し、かつ、その照射を直ちに停止することが困難な場合
ニ第3条の2第1項の規定により設けられた局所排気装置文は発散源を密閉する設備が故障、

破損等によりその機能を失った場合
三放射性物質が多量にもれ、こぼれ、文は逸散した場合
四放射性物質を装備している機器の放射線源が線源容器から脱落した場合文は放射線源送
出し装置若しくは放射線源の位置を調整する遠隔操作装置の故障により線源容器の外に送
り出した放射線源を線源容器に収納することができなくなった場合
五前各号に掲げる場合のほか、不測の事態が生じた場合
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
契IJ及び電離異lj中の関係条項

1 .関係法令のあらまし

(8）原子炉施設において核燃料物質等を取扱う業務に係る特別教育

特別教育の科目と範囲（第52条の7)
核燃料物質若しくは使用済撚

①核燃料物質又は使用済燃料の種類及び性状
料，又はこれらによって汚染さ

②核燃料物質文は使用済燃料によって汚染された物の種類及び性状
れた物に関する知識

①管理区域に関すること

②核燃料物質若しくは使用済燃料，又はこれらによって汚染された物の運搬，貯蔵
及び廃棄の作業の方法及び順序

2 
原子炉施設における作業の方 ③核燃料物質若しくは使用済燃料によって汚染された設備の保守及び点検の作業
法に関する知識 の方法及び順序

④外部放射線による線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度の監視の方法
⑤天井，床，壁，設備等の表面の汚染の状態の検査及び汚染の除去の方法

⑥異常な事態が発生した場合における応急の措置の方法
原子炉施設に係る設備の構造
3 及び取扱いの方法に関する知 原子炉，放射性廃棄物の廃棄設備及びその他の設備の構造及び取扱いの方法
識

4 
電離放射線の生体に与える影 ①電離放射線の種類及び性質
響 ②電離放射線が生体の細胞，組織，器官及び全身に与える影響
5 関係法令 （労働安全衛生）法，（労働安全衛生法施行）令，安衛則及び電離則中の関係条項

①管理区域への立入り及び退去の手順

②核燃料物質若しくは使用済燃料，又はこれらによって汚染された物の運搬『貯蔵
原子炉施設における作業の方 及び廃棄の作業
6 法及び同施設に係る設備の取 ③核燃料物質若しくは使用済燃料によって汚染された設備の保守及び点検の作業

／ 

扱い ④外部放射線による線量当量率及び空気中の放射性物質の濃度の監視

⑤天井，床，壁，設備等の表面の汚染の状態の検査及び汚染の除去
⑥異常な事態が発生した場合における応急の措置
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④擦係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
襲lj及び電離農IJ中の関係条項

1.関係法令のあらまし
(9）特例緊急作業に係る特別の教育
第52条の9
事業者は、特例緊急作業に係る業務に原子力防災要員等を就かせるときは、当該労働者に対し、

次の科屈について、特別の教育を行わなければならない。

一特例緊急作業の方法に関する知識

ニ特例緊急作業で使用する施設及び設備の構造及び取扱いの方法に関する知識
三電離放射線の生体に与える影響、健藤管理の方法及び被ばく線量の管理の方法に関する知

識
回関係法令
五特例緊急作業の方法
六特例緊急作業で使用する施設及び設慣の取扱い

2 安衛費IJ第37条及び第38条並びに前項に定めるほか、問項の特別の教育の実施について必要
な事壊は、厚生労働大臣が定める。

150 標準要領／学科教育④1) 



⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員lj中の関係条項

1.関係法令のあらまし
今（一一一一一 ～ 一 一ー町一一一ー一一一－ーーー『ーーー守ー町田－－－－－－－ーー一旬ーーー－－－－－悶司－－ーー一一一一司ー－司自－--－白但白日首』一一ー一司町民一ー“自白血但ー』『司司..司自白白町ー戸－---m叩...嶋司』一..

特例緊急作業特別教育規程（厚生労働省告示第三六一号）

科詔 規定時間数

学科教膏 特例緊急作業の方法に関する知識 3時間

特例緊急作業で使用する施設及び設備の構造及び 2時間
取扱いの方法に関する知識

電離放射線の生体に与える影響、｛建康管理の方法及 1時間
び被ばく線量の管理の方法に関する知識

関係法令 0. 5時間

実技教育 特例緊急作業の方法 3時間

特例緊急作業で使用する施設及び設備の取扱い 3時間

151 標準要領／学科教育④1) 



⑥関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離翼lj中の関係条項

1 .関係法令のあらまし

(10）健康診断
第56条
事業者は、放射線業務に常時従事する労働者で管理区域に立入るものに対し、雇入れ文は当該業務に配置替
えの際及びその後6月以内ごとに1回、定期に、次の項目について医師による健康診断を行わなければならない。
一被ぱく暦の有無（被ぱく暦を有する者については、作業の場所、内容及び期間、放射
線障害の有無その他放射線による被ばくに関する事項）の調査及びその評価
二白血球数及び白血球吉分率の検査
三赤血球数の検査及び血色素量文はヘマトクリツ卜値の検査
四白内障に関する眼の検査
五皮膚の検査

第56条の2

事業者は、緊急作業に係る業務に従事する放射線業務従事者に対し、当該業務！こ配置替えの後1J=l以内ごとに
1回、定期に、及び当該業務から他の業務に醍置替えの際又は当該労働者が離職する際、次の項目について援
師による健康診断を行わなければならない。
一自覚症状及び他党症状の有無の検査
二白血球数及び白血球百分率の検査
三赤血球数の検査及び血色素量文はヘマトク1）ット値の検査
四甲状腺刺激ホルモン、遊離トリヨードサイロニン及び遊離サイロキシンの検査
五白内障に関する眼の検査
六皮膚の検査
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生親
類j及び意離農lj中の関係条項

2.関係法令

( 1 ）労働安全衛生法
〈安衛法第11条（安全管理者）〉

事業者は、政令で定める業種及び規模の事業場ごとに厚生労働省令で定める資格を有する者のうちから叫
厚生労働省令で定めるところにより、安全管理者を選任し、その者に前条の第1項各号の業務のうち安全
に係る技術的事項を管理させなければならない。
（略）

〈安衛法第59条（安全衛生教育）〉
1～2（略）
3 事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者をつかせるときは、厚生労働
省令で定めるところにより、当該業務に関する安全文は衛生のための特別の教育を行わなければなら
ない。

〈安衛法第65条（作業環境測定）〉

事業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定めるものについて、厚生労働省令
で定めるところにより、必要な作業環境測定を行い、及びその結果を記録しておかなければならない。
（略）

〈安衛法第66条（健康診断）〉

事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で、定めるところにより、医師による健康診断を行わなければなら
ない。

（略）
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員lj中の鑓係条項

2 関係法令
(2）労働安全衛生規則
〈安衛則第36条（特別教育を必要とする業務）〉
法第59条第3項の厚生労働省令で定める危険文は有害な業務は、次のとおりとする。
ー～二十八の二（略）
二十八の三原子炉施設の管理区域内において、核燃料物質若しくは使用済燃料文はこれらによって汚

染されたものを取り扱う業務
二十八の四（略）
二十八の五電離則第7条の2第3壊の特例緊急作業に係る業務
（略）

〈安衛則第44条（定期健康診断）〉
事業者は、常時使用する労働者に対し、 1年以内ごとに1回、定期に、次の項目について医師による健康
診断を行わなければならない。
（略）

〈安衛則第45条（特定業務従事者の健康診断）〉
事業者は、第13条第1項第2号に掲げる業務に常時従事する労働者に対し、当該業務への配置替えの
際及び6月以内ごとに1回、定期に、第44条第1項各号に掲げる項目について医師による健康診断を行わ
なければならない。この場合において、同項第四号の項目については、 1年以内ごとに1回、定期に、行え
ば足りるものとする。
（略）

154 標準要領／学科教育④1) 
，一



⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
契lj及び電離異IJ中の関係条項

2 関係法令

(3）電離放射線障害防止規則

〈電離則第1条（放射線障害防止の基本原則）〉
事業者は、労働者が電離放射線を受けることをできるだけ少なくするように努めなければならない。

〈電離則第3条（管理区域の明示等）〉

放射線業務を行う事業の事業者は、次の各号のいずれかに該当する区域（以下「管理区域」という。）を標
識によって明示しなければならない。

一外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質l三よる実効線量との合計が3月間につき1.3ミリ
シーベルトを超えるおそれのある区域
二放射性物質の表面密度が別表第31こ掲げる限度の10分の1を超えるおそれのある区域
2～3（略）
4 事業者は、必要のある者以外の者を管理区域に立ち入らせてはならない。
5（略）
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⑥関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員lj中の関係条項

2.関係法令

〈電離則第3条の2（施設等における線量の限度）〉
事業者は、第15条第1項の放射線装置室、第22条第2項の放射性物質取扱作業室、第33条第1項の
貯蔵施設、第36条第1項の保管廃棄施設、第41条の4第2項の事故由来廃棄物等取扱施設又は第41
条の8第1項の埋立施設について、遮蔽壁、防護つい立てその他の遮蔽物を設け、文は局所排気装置若し
くは放射性物質のガス、蒸気若しくは粉じんの発散源を密閉する設備を設ける等により、労働者が常時立

ち入る場所における外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効線量との合計を1週間
につき1ミリシーペルト以下にしなければならない。
2前条第2項の規定は、前項に規定する外部放射線による実効線量の算定について準用する。
3 第1項に規定する空気中の放射性物質による実効線量の算定は、 1ミリシーベルトに週平均濃度の前
条第3項の厚生労働大臣が定める限度に対する割合を乗じて行うものとする。

〈電離則第4条（放射線業務従事者の被ぱく限度）〉
事業者は、管理区域内において放射線業務に従事する労働者の受ける実効線量が5年間につき100ミ
リシーベルトを超えず、かつ1年間につき50ミリシーベルトを超えないようにしなければならない。

2 事業者は、前項の規定にかかわらず、女性の放射線業務従事者（妊娠する可能性がないと診断された
もの及び第6条に規定するものを除く。）の受ける実効線量については、3月間につき5ミリシーベルトを
超えないようにしなければならない。

〈電離則第5条〉

事業者は、放射線業務従事者の受ける等価線量が、眼の水品体に受けるものについては1年間につき、
150ミリシーベルト、皮膚に受けるものについては1年間につき500ミリシーベルトを、それぞれ超えないよ
うにしなければならない。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員IJ及び電離別中の関係条項

2.関係法令
一… 一一一一 一一 見.－一一喝酌’“－--－ーョーー“ー時ー一一同『同司同町一・－-－－”ーー但ーーー司ー一『ー－－－－－－－－ーー『ー.---－ーーーーーョーーーーーー－ーーーーーーー

〈電離則第6条〉

--

事業者は、妊娠と診断された女性の放射線業務従事者の受ける線量が、妊娠と診断されたときから出産
までの間（以下「妊娠中」という。）Iこっき次の各号に掲げる線量の区分に応じて、それぞ、れ当該各号に定
める値を超えないようにしなければならない。
一内部被ばくによる実効線量については、 1ミリシーベルト
ニ腹部表面に受ける等価線量については、2ミリシーベルト

〈電離則第7条（緊急作業時における被ばく限度）〉

事業者は、第42条第1項各号のいずれかに該当する事故が発生し、同項の区域が生じた場合における
放射線による労働者の健康障害を防止するための応急の作業を行うときは、当該緊急作業に従事する男
性及び妊娠する可能性がないと診断された女性の放射線業務従事者については、第4条第1項及び第5
条の規定にかかわらず、これらの規定に規定する限度を超えて放射線を受けさせることができる。

2前項の場合において、当該緊急作業に従事する聞に受ける線量は、次の各号に掲げる線量の区分に
応じて、それぞれ当該各号に定める値を超えないようにしなければならない。
一実効線量については、 100ミリシーベルト
ニ眼の水晶体に受ける等価線量については、 300ミリシーベルト
三皮膚に受ける等価線量については、 1シーベルト
3 前項の規定は、放射線業務従事者以外の男性及び妊娠する可能性がないと診断された女性の労働者
で、緊急作業に従事するものに準用する。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
農lj及び電離員IJ中の関係条項

2.関係法令

〈電磁良lj第7条の2（特伊j緊急被ばく限度）〉
前条第1r,奈の場合において、厚生労働大臣は、当該緊急作業に係る事故の状況その他の事情を勘案し、
実効線量について開条第2項の規定によることが翻難であると認めるときは、問項の規定にかかわらず、
当該緊急作業に従事する聞に受ける実効線量の限度の値（250ミリシーベルトを超えない範囲内に限る。
以下「特例緊急被ぱく限度Jという。）を別に定めることができる。
2 前項の場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、厚生労働大臣は、直ちに、特例緊急被

ばく濃度を250ミリシーベルトと定めるものとする。
（略）
3 厚生労働大臣iま、前2項の規定により特例緊急被ばく限度を別に定めた場合には、当該特例緊急被ば
く限度に係る緊急作業（以下「特例緊急作業Jという。）に従事する者（次条において「特例緊急作業従

事者Jという。）が受けた線量、当該特例緊急作業に係る事故の紋東のために必要となる作業の内容そ
の他の事情を勘案し、これを変更し、かつ、できるだけ速やかにこれを廃止するものとする。
4 厚生労働大臣は、第1項又は第2墳の規定により特例緊急被ばく娘度を別に定めたときは、当該特例
緊急作業及び当該特例緊急被ばく限度を告示しなければならない。これを変更し、又は廃止したときも
間様とする。
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⑧関｛系法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員IJ中の関係条項

2.関係法令
一一一 戸内ザ戸叩～ーー ーーーーーーーーーーー－－－－・・－-－－－“自但祖白色町』』ー一司ーー－--－ー悶・－－必』ーーーーーー一一司叩冊扇舟拘留阻・－ーーー』ーーーー司伊野目白但－－』一一一戸・－叩 m・4一一一司市民司令－--－－ー一一一一

〈竃離民社第7条の3)

事業者は、原災法第8条第3工真に規定する原子力防災要員、原災法第9条第1工翼に規定する原子力E防災
管理者又は開条第三項に規定する富I］涼子力防災管理者（第52条の9において「原子力紡災要員等Jとい
う。）以外の者については、特例緊急作業に従事させてはならない。

2 事業者は、前条第1項又iま第2壌の規定により、特例緊急被ぱく摂度が定められたときは、第7条第2
環（第1号！こ係る部分に限る。）の規定にかかわらず、特僻緊急作業従事者について、向号に規定する
限度を超えて放射線を受けさせることができる。この場合において、当該緊急作業に従事する間に受
ける実効線量は、当該特例緊急被ばく限度を超えないようにしなければならない。
3事業者は、特例緊急作業従事者について、当該特例緊急作業に係る事故の状況に応じ、放射線を受
けることをできるだけ少なくするように努めなければならない。

〈電離則第8条（線量の測定）〉

~業者は、放射線業務従事者、緊急作業に従事する労働者及び管理区域に一時的に立ち入る労働者の
管理区域内において受ける外部被ばくによる線量及び内部被ばくによる線量を測定しなければならない。
2～3（略）
4 第1環の規定による内部被ばくによる線量の測定は、管理区域のうち放射性物質を吸入摂叡し、又は
経口摂取するおそれのある場所に立ち入る者について、3月以内（緊急作業に従事する男性及び妊娠
する可能性がないと診断された女性、 1月間に受ける実効線量が1幽7ミリシーベルトを超えるおそれの
ある女性（妊娠する可能性がないと診断されたものを除く。）並びに妊娠中の女性にあっては1月以内）
ごとに1回行うものとする。（略）
5～6（略）
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離則中の関係条項

2.関係法令

〈電離則第9条（線量の測定結果の確認、記録等）〉

事業者は、 1日における外部被ばくによる線量が1センチメートル線量当量について1ミリシーベルトを超
えるおそれのある労働者については、前条第1項の規定による外部被ばくによる線量の測定の結果を毎日
確認しなければならない。
2 事業者は、前条第3項文は第5項の規定による測定文は計算の結果に基づき、次の各号に掲げる放射
線業務従事者の線量を、遅滞なく、厚生労働大臣が定める方法により算定し、これを記録し、これを30
年間保存しなければならない。ただし、当該記録を5年間保存した後において、厚生労働大臣が指定す

る機関に引き渡すときは、この限りでない。

一男性又は妊娠する可能性がないと診断された女性（次号文は第3号に掲げるものを除く。）の実効線

量の3月ごと、 1年ごと及び5年ごとの合計
二男性又は妊娠する可能性がないと診断された女性（5年間において、実効線量が1年間につき20ミリ
シーベルトを超えたことのないものに限り、次号に掲げるものを除く。）の実効線量の3月ごと及び1
年ごとの合計

三男性又は妊娠する可能性がないと診断された女性（緊急作業に従事するものに限る。）の実効線量

の1月ごと、 1年ごと及び5年ごとの合計
（路）

160 標準要領／学科教育④1) 



④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
斜及び電離農IJ中の関係条項

2 関係法令
一ー ザ 一一一 一一一一一一一一一ー同－－－－－－－何倍国陸自信也－－ーーーーー－－『司ー司司自也白血吟白白白色司守山『守ーー悶・－－－－－ーー』司』凋戸司ー－－－－－－－ー一一司－－－司－－－－－・一－－－－－－ーー一戸司勾駒田ーーー一『『一司四回 E

〈電離則第25条（空気中の放射性物質の濃度）〉

事業者は、放射性物質取扱作業室及び核原料物質を掘採する坑内を除く事業場内の週平均濃度の3月
間における平均を第3条第3項の厚生労働大臣が定める限度の10分の1以下にしなければならない。

〈電離則第26条（飛来防止設備等）〉 ' 
事業者は、放射性物質を取り扱うことにより、放射’性物質の飛沫文は粉末が飛来するおそれのあるとき
は、労働者とその放射性物質との聞に、その飛沫文は粉末が労働者の身体又は衣服、履物、作業衣、保
護具等身体に装着している者に付着しないようにするため板、幕等の設備を設けなければならない。ただし、
その設備を設けることが作業の性質上著しく困難な場合において、当該作業に従事する労働者に第39条
第1項に規定する保護具を使用させるときは、この限りではない。

〈電離則第28条（放射性物質がこぼれたとき等の措置）〉

事業者は、粉状又は液状の放射性物質がこぼれる等により汚染が生じたときは、直ちに、その汚染が拡
がらない措置を講じ、かつ、汚染のおそれがある区域を標識によって明示したうえ、別表第31こ掲げる限度
（その汚染が放射性物質取扱作業室以外の場所で生じたときは、別表第31こ掲げる限度の10分の1）以下
になるまでその汚染を除去しなければならない。

〈電離則第29条（放射性物質取扱作業室内の汚染検査等）〉

事業者は、放射性物質取扱作業室内の天井、床、壁、設備等を1月を超えない期間ごとに検査し、これら
の物が別表第31こ掲げる限度を超えて汚染されると認められるときは、その限度以下になるまで汚染を除
去しなければならない。
（略）
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員lj中の関係条項
2.関係法令

〈電離則第31条（退去者の汚染検査）〉
事業者は、管理区域の出口に汚染検査場所を設け、管理区域において作業に従事させた労働者がその
区域から退去するときは、その身体及び装具の汚染の状態を検査しなければならない。
2 事業者は、前項の検査により労働者の身体又は装具が別表第31こ掲げる限度の10分の1を超えて汚
染されていると認められるときは、前項の汚染検査場所において次の措置を講じなければ、その労働者

を管理区域から退去させてはならない。
一身体が汚染されているときは、その汚染が別表第31こ掲げる限度の10分の1以下になるように洗身
等をさせること。
二装具が汚染されているときは、その装具を脱がせ、文は取り外させること。
3 労働者は、前項の規定による事業者の指示に従い、洗身等をし、文は装具を脱ぎ、若しくは取りはずさ
なければならない。

〈電離則第32条（持出し物品の汚染検査）〉

事業者は、管理区域から持ち出す物品については、持出しの際に、前条第1項の汚染検査場所において、i
その汚染の状態を検査しなければならない。

2 事業者及び労働者は、前項の検査により、当該物品が別表第31こ掲げる限度の10分の1を超えて汚染
されていると認められるときは、その物品を持ち出してはならない。
（略）
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の関係条項

2.関係法令

〈電離則第38条（保護具）〉

事業者は、第28条の規定により明示した区域内の作業又は緊急作業その他の作業で、第3条第3項の

厚生労働大臣が定める限度を超えて汚染された空気を吸入するおそれのあるものに労働者を従事させる

ときは、その汚染の程度に応じて防じんマスク、防毒マスク、ホースマスク、酸素呼吸器等の有効な呼吸用
保護呉を備え、これらをその作業に従事する労働者に使用させなければならない。

2 労働者は、前項の作業に従事する問、同項の保護具を使用しなければならない。

〈電離則第39条〉

事業者は、別表に掲げる限度の10分の1を超えて汚染されるおそれのある作業に労働者を従事させると
きは、汚染を防止するために有効な保護衣類、手袋文は履物を備え、これらをその作業に従事する労働者
に使用させなければならない。

2 労働者は、前項の作業に従事する問、同項に規定する保護具を使用しなければならない。

〈電離則第40条（作業衣）〉

事業者は、放射性物質取扱作業室内において労働者を作業に従事させるときは、専用の作業衣を備え、
これをその作業に従事する労働者に使用させなければならない。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
契lj及び電離異lj中の関係条項

2.関係法令
ー一一一一一一ー子..-－ーー－-－ー－－目ーー目『－－－－司ーー・.---.岳山由合色目白血ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー』一一時ーー－－匂』件降血』巳白色－-

〈電離則第41条の2（喫煙等の禁止）〉
事業者は、放射性物質取扱作業室その他の放射性物質を吸入摂取し、文は経口摂取するおそれのある
作業場で労働者が喫煙し、又は飲食することを禁止し、かつ、その旨を当該作業場の見やすい箇所に表示

しなければならない。
2 労働者は、前項の作業場で喫煙し、又は飲食してはならない。

〈電離則第41条の12（原子炉施設における作業規程）〉
事業者は、原子炉施設の管理区域内において、核燃料物質若しくは使用済燃料文はこれらによって汚染

された物を取扱う作業を行うときは、これらの作業に関し、次の事項について労働者の放射線による障害を
防止するため必要な規程を定め、これにより作業を行わなければならない。
（略）

2事業者は、前項の規程を定めたときは、同項各号の事項について関係労働者に周知させなければなら
ない。

〈電離則第42条（退避け
事業者は、次の各号のいずれかに該当する事故が発生したときは、その事故によって受ける実効線量が
15ミリシーベルトを超えるおそれのある区域から、直ちに、労働者を退避させなければならない。
（略）

〈電離則第52条の7（原子炉施設において核燃料物質を取り扱う業務に係る特別の教育）〉
事業者は、原子炉施設の管理区域内において核燃料物質若しくは使用済燃料又はこれらによって汚染さ

れた物を取り扱う業務に労働者を就かせる時は、当該労働者に対し、次の科目について特別の教育を行
わなければならない。
（略）
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⑧鱗係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離刻中の関係条項

2.関係法令
守司［守 再周司骨骨－－ -

ーー ーー『ーー『－ －同咽用岡田幽齢世幽幽】』ー『戸『胃帯情齢岨幽出』『司再『明柑幽勘也『ー再開再開亭同胃幽岨・－岨出回

〈議離奥IJ第52条の9（特例緊急作業！こ係る特別の教育）〉
事業者は、特例緊急作業に係る業務に原子力防災要員等を就かせるときは、当該労働者に対し、次の
科自について、特別の教育を行わなければならない。
（絡）

2 安f務員lj第37条及び第38条並びに前項に定めるほか、問項の特別の教育の実施について必要な事項
i玄、厚生労働大臣が定める。

〈電離則第53条（作業環境測定を行うべき作業場）〉
令第21条第6号の厚生労働省令で定める作業場は、次のとおりとする。
一放射線業務を行う作業場のうち管理区域に該当する部分
ニ放射性物質取扱作業室
（略）

〈電離貝lj第54条（線量当量率等の測定等）〉

事業者は、前条第1号の管理区域について、 1月以内（放射線装置を固定して使用する場合において使
用の方法及び遮へい物の位置が一定しているとき、文は3.7ギガベクレル以下の放射性物質を装備して
いる機器を使用するときは、6月以内）ごとに1回、定期に、外部放射線による線量当量率又は線量当量を
放射線測定器を用いて測定し、その都度、次の事項を記録し、これを5年間保存しなければならない。
（略）

〈電離則第55条（放射性物質の濃度の測定）〉
事業者は、第53条第2号又は第3号に掲げる作業場について、その空気中の放射性物質の濃度を1月
以内ごとに1回、定期に、放射線測定器を用いて測定し、その都度、前条第1項各号に掲げる事項を記録
して、これを5年間保存しなければならない。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の関係条項

2.関係法令

〈電離則第56条（健康診断）〉
事業者は、放射線業務に常時従事する労働者で管理区域に立ち入るものに対し、雇入れ又は当該業務

に配置替えの際及びその後6月以内ごとに1目、定期に、次の項目について医師による健康診断を行わな
ければならない。
（略）

〈電難関第56条の2)
事業者は、緊急作業に係る業務に従事する放射線業務従事者に対し、当該業務に!li日量替えの後1月以
内ごとに1回、定期に、及び当該業務から他の業務に配置替えの際又は当該労働者が離職する際、次の
項呂について医師による健康診断を行わなければならない。
（路）

2前項の鍵康診断のうち、定期に行わなければならないものについては、医師が必要でないと認めるとき
は、問項第2号から第6号までに掲げる項自の全部文Iま一部を省略することができる。
3事業者は、第1項の健康診断の際に、当該労働者が前回の鍵康診断後に受けた線量にれを計算によ
つでも算出することができない場合には、これを推定するため！こ必要な資料（その資料がない場合には
、当該放射線を受けた状況を知るために必要な資料））を医師に示さなければなもない。

〈電離別第56条の3)
緊急作業に係る業務に従事する放射線業務従事者については、当該労働者が直近に受けた前条第1項
の健康診断のうち、次の各号に掲げるものは、それぞれ当該各号に掲げる健康診断とみなす。
一緊急作業に係る業務への配護替えの日前1月以内に行われたもの第56条第1項の配置替えの際の
健康診断

ニ第56条第1壌の定期の健康診断を行おうとする臼前1月以内に行われたもの詞項の定期の健康診
徒庁
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生焼
員IJ及び電離真lj中の関係条項

2.関係法令
一一一 一一一一 一ー一一ー一一』一一ー｝』ーーーーーー一一一ー一一一一ー一司自由－－－－－－－笹山－---－ー一一一一ー一一ー－ー－－－－‘一－---－ーーーーー一一ー一－-－－但也祖・－－ーーー一『ーーーーーーーー－－『司自－－ーーーーー－－－－ー

〈電離期第57条（健康診斯の結果の記録）〉

事業者I;J:: ，第56条第1:r真又iま第56条の2第1J！真の健康診断（法第66条第5項ただし警の場合において
当該労働者が受けた健康診断を含む。以下この条において間じ。）の結果に基づき、第56条第1:r頁の健康
診断（次条及び第59条において「電離放射線健康診断Jとし可。）にあっては電離放射線健康診断個人票
〈様式第1号のニ）を、第56条の2第1項の健康診断（次条及び第59条において「緊急時電離放射線健康
診断jという。）にあっては緊急時電離放射線健康診断個人票（様式第1号の3）を作成し、これらを30年間
保存しなければならない。ただし、当該記録を5年間保存した後において、厚生労働大臣が指定する機関
に引き渡すときは、この限りでない。

〈竃離員lj第57条の2（健療診器訴の結果についての医師からの意毘糠取）〉

電離放射線健康診断の結果に基づく法第66条の4の規定による医師からの意見聴取は、次に定めると
ころにより行わなければならない。

一電離放射線健康診断が行われた日（法第66条第5項ただし書の場合にあっては、当該労働者が健
康診断の結果を証明する書面を事業者に提出した日）から3月以内に行うこと。
二聴取した医師の意見を電離放射線健康診断個人票に記載すること。

2緊急時電離放射線健康診断（離職する際に行わなければならないものを除く。）の結果に基づく法第6
6条の4の規定による医師からの意見耳奪取は、次に定めるところにより行わなければならない。
一緊急時電離放射線健康診断が行われた後（法第66条第S嘆ただし警の場合にあっては、当該労働
者が健康診断の結果を証明する書題を事業者に提出した後）速やかに行うこと。

二聴取した医師の意見を緊急時電離放射線健康診断個人糞に記載すること。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離員IJ中の関係条項

2 関係法令

〈霊堂離期第57条の3（健康診断の結果の通知）〉
事業者は、第56条第1項又は第56条の2第1演の健康診断を受けた労働者に対し、遅滞なく、当該健
康診断の結果を通知しなければならない。
2前項の規定は、第56条の2第1項の健康診断（離職する際に行わなければならないものに摂る。）を受
iすた労働者であった者について準用する。

〈竃離員！J第58条（健康診断結果報告）〉
事業者は、第56条第1J頁の健康診断（定期のものに限る。）又は第56条の2第1項の健康診断を行った
ときは、遅滞なく、それぞれ、電離放射線健康診断結果報告書（様式第2号）又は緊急時電離放射線健康
診断結果報告書（様式第2号の2）を所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。

〈電離則第59条（健康診断等に基づく措置）〉
事業者は、電離放射線健康診断又は緊急時電離放射線健康診断（離職する際に行わなければならない

ものを除く。）の結果、放射線による障害が生じており、若しくはその疑いがあり、文は放射線による障害が

生ずるおそれがあると認められる者については、その障害、疑い文はおそれがなくなるまで、就業する場所

又は業務の転換、被ぱく時間の短縮、作業方法の変更等健康の保持に必要な措置を講じなければならな
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生幾
翼lj及び電離員IJ中の関係条項

2.関係法令
〈電離員lj第59条の2（指定緊急作業等従事者等に係る記録等の提出）〉

事業者i立、緊急作業（厚生労働大臣が指定するものに限る。）又は特例緊急作業（以下この項及び様式
第3号において「指定緊急作業等」という。）に従事し、又は従事したことのある労働者（次項及び様式第3
号において「指定緊急作業等従事者等」という。）について、当該労働者が指定緊急作業等又は放射線業

務！こ従事する期間（当該労働者が法第66条第4項の規定による指示に基づく健康診断を受けることとされ
ている場合には、当該健康診断を実施すべきとされた期間を含む。）に受けた健康診断に係る次の各号！こ
掲げる当該健康診断の結果の記録を作成したときは、遅滞なく、その写し（当該記録が、電磁的記録（電子
的方式、磁気的方式その他人の知覚！こよっては認識することができない方式で、作られる記録であって、電
子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）で作成されている場合にあっては、当該電磁的記
録を電磁的記録媒体に複写したものをいう。）を、厚生労働大臣に提出しなければならない。
一（略）

二第57条に規定する電離放射線健康診断髄人票（様式第1号の2）若しくは緊急時電離放射線健康
診断個人票（様式第1号の3）又は除染則第21条に規定する除染等電離放射線健康診断個人票（様
式第2号）

2 事業者は、次の各号に掲げる労働者（指定緊急作業等従事者等に限る。）の窓分に応じ、第8条第3
工頁又lま第5壌の規定による測定又は計算の結果！こ基づ、き、第9条第2r貰に規定する厚生労働大差が
定める方法により算定された当該労働者の線量（次条において「線量」という。）及び第45条第1項の
規定による記録その他の必要事項を記載した線量等管理実施状況報告書（様式第3号）を作成し、当
該各号に定める日までに、書面又iま電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって
は認識することがだきない方法をいう。次条において同じ。）！こ係る記録媒体により厚生労働大陸に提
出しなければならない。

一緊急作業に従事する労働者毎月末尽（当該労働者が緊急作業に従事する聞に繰る。）

二放射線業務（緊急作業を除く。）！こ従事する労働者3):jごとの月の末日（当該労働者が放射線業務
（緊急作業を除く。）に従事する間！こ限る。）
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ベヘ

④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離農lj中の鑓係条項

2.関係法令

〈電離翼lj第59条の3（緊急作業実施状況報告）〉
事業者（滋該放射線業務を行う事業の仕事について元方事業者に該当する者がいる場合にあっては、
当該元方事業者！こ限る。）は、次の各号に掲げる報告書を作成し、それぞれ当該各号に定めるBまでに、
書道又は電般的方法に係る記録媒体により厚生労働大臣に提出しなければならない。
一緊急作業に従事する労働者（元方事業者にあっては、法第15条第1環に規定する関係詰負人の
労働者を含む。以下この号及び次号において間じ。）のうち、当該緊急作業で受けた外部被ばくによ
る線量が1年聞につき50ミリシーベルトを超えるものについて、その線量の区分ごとの人数が記載
された緊急、作業実施状況報告書（外部線量）（様式第4号）当該緊急作業を開始した日から起算し
て15日を経過するB及びその日から10臼を経過する沼ごと（当該労働者が緊急作業に従事する
聞に限る。）

ニ緊急作業に従事する労働者について、その線量の区分ごとの人数が記載された緊急作業実施状
況報告書（実効線量）（様式第5i季）毎月（当該緊急作業に係る事故が発生した月を除く。）来日（当
該労働者が緊急作業に従事する捕に限る。）
（略）

〈電磁奏。第61条の2（記録等の引渡し）〉
第9条第2I貰の詑録を作成し、保存する事業者は、事業を廃止しようとするときは、当該記録を厚生労働
大臣が指定する機関に引き渡すものとする。

2竜離放射線健康診新個人票又は緊急時電離放射線健康診断個人票を作成し、保存する事業者は、事
業を廃止しようとするときは、当該電離放射線健康診断個人粟又は緊急時電磁放射線健康診断個人票
を厚生労働大臣が指定する機関に引き渡すものとする。
｛略）
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離刻中の関係条項

2.関係法令

（ヰ）実用発電用原子炉の設輩、運転等に関する規則

〈炉規則第67条（記録）〉

法第43条の3の21の規定による記録は、発電用原子炉ごとに、次表の上欄に掲げる事項について、そ
れぞ、れ同表中欄に掲げるところに従って記録し、それぞれ同表下欄に掲げる期間これを保存しておかなけ
ればならない。

記録事項 記録すべき場合 保存期間

五放射線管E虫記録

へ放射線業務従事者が緊急作業に従事
その都度 第51糞に定める期需した期開の始期及び終期並びに放射線

業務従事者の当該期聞の線量

2～3（略）
4 第1墳の表第5号ニ及びへの線量を記録する場合には、放射線による被ぱくのうち放射性物質によっ
て汚染された空気を呼吸することによる被ばくに係る記録については、その被ぱくの状況及び浪IJ定の
方法を併せて記載しなければならない。
5 （略）

6 発電用原子炉設置者は、第1項の表第5号2からへまでの記録に係る放射線業務従事者に、そ
の記録の写しをその者が当該業務を離れる跨に交付しなければならない。
7 （略）
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離則中の関係条項

2.関係法令

〈炉規則第79条（線量等に関する措置）〉
法第43条の3の22第1項の規定により、発電用原子炉設置者は、放射線業務従事者の線量等に関し、
次の各号に掲げる措置を講じなければならない。

（略）
2 前項の規定にかかわらず、発電用露子炉施設に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、発

電用原子炉の運転に重大な支障を及ぼすおそれがある発電用原子炉施設の損傷が生じた場合その
他の緊急やむを得ない場合においては、放射線業務従事者（女子については、妊娠不能と診断され
た者及び妊娠の意思のない旨を発電用原子炉設置者に書簡で申し出た者に限る。）をその線量が原
子力規制委員会の定める線量限度を超えない範盟内において緊急作業が必要と認められる期間、緊
急、作業に従事させることができる。

3 前項の規定により緊急作業に従事させることができる放射線業務従事者は、次に掲げる要件のいず
れにも該当する者でなければならない。

一緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置について教育を受けた上で、緊急
作業に従事する意思がある旨を発電用原子炉設霞者に書面で申し出た者であること。
ニ緊急作業についての訓練を受けた者であること。
三原子力規制委員会が定める場合にあっては、原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第156
号）第8条第3壌に規定する原子力防災要員、同法第9条第1！震に規定する原子力防災管理者又iま
同法同条第3演に規定する副原子力防災管理者であること。
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、一

⑥関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
察当及び電離員lj中の関係条項

2.関係法令

〈線量告示第7条（緊急作業に係る放射線業務従事者の線量限度）〉
実用炉規則第79条第2項の原子力規制委員会の定める線量限度は、実用線量について100ミリシーベ
ルト、眼の水品体の等価線量について300ミリシーベルト及び皮膚の等価線量について1シーベルトとす
る。

2 前項の規定にかかわらず、結子力事業者の原子炉の運転等により次のいずれかの事象が発生した場
合の実用炉規則第79条第2:r貰の原子力規制委員会の定める線量隈震は、実効線量について250ミリ
シーベルト、眼の水晶体の等価線量について300ミリシーベルト及び皮膚の等価線量について1シーベ
ルトとする。

一原子力災害対策特別措置法施行令（平成12年政令第195号）第4条第4寝第1号から第3号まで
のいずれかの事象

ニ原子力災害対策持別措置法施行令第6条第3l貰第1号又は第2号の区分に応じ、当該各号に定め
る放射線量が検出されたこと又は同条第4:C頁第，主号から第3号までのいずれかの事象
三次の表の上横に掲げる原子力事業者の諒子炉の運転等のための施設の区分に応じ、隠表下欄に
掲げる事象

※核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
則及び電離則中の関係条項

2.関係法令
(5）核燃料物質等の工場文は事業所の外における運搬に関する
規則
〈運搬規則第26条（危険時の措置）〉
法第64条第1項の規定により、原子力事業者等及び原子力事業者等から運搬を委託された者は、核燃
料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関し、次の各号に掲げる応急の措置を講じなければなら
ない。
（略）
2 前項各号に掲げる緊急作業を行う場合には、第17条第8号の規定にかかわらず、放射線業務従事者
（女子については、妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を原子力事業者等及び原子力事
業者等から運搬を委託された者に書面で申し出た者に限る。）をその線量当量が原子力規制委員会の
定める線量限度を超えない範囲内において緊急作業が必要と認められる期間、緊急作業に従事させる
ことができる。
3 前項の規定により緊急作業に従事させることができる放射線業務従事者は、次に掲げる要件のいずれ
にも該当する者でなければならない。
一緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護措置について教育を受けた上で、緊急作
業に従事する意思がある旨を原子力事業者等及び原子力事業者等から運搬を委託された者に書面
で申し出た者であること。
ニ緊急作業についての訓練を受けた者であること。
三原子力規制委員会が定める場合にあっては、原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第15
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6号）第8条第3項に規定する原子力防災要員、同法第9条第1項に規定する原子力防災管理者又
は同法同条第3項に規定する副原子力防災管理者であること。
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④関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員lj中の関係条項

2.関係法令

〈運搬告示第42条（緊急作業に係る線量限度）〉

規則第26条第2項の原子力規制委員会の定める線量限度は、実効線量について100ミリシーベルト、
眼の水晶体の等価線量について300ミリシーベルト及び皮膚の等価線量について1シーベルトとする。
2前項の規定にかかわらず、原子力災害対策特別措置法施行令（平成12年政令195号）第4条第4項第
4号若しくは第6条第3項第3号の区分により岡号に定める放射線量が検出されたこと又は原子力災害

対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事業所外運搬に係る事象等に関する省令
（平成24年文部科学省経済産業省国土交通省令第2号）第3条若しくは第4条の事象が発生した場
合の規則第26条第2項の原子力規制委員会の定める線量限度は、実効線量について250ミリシーベ
ルト、眼の水品体の等価線量について300ミリシーベルト及び皮膚の等価線量について1シーベルトと
する。

3規則第26条第3項第3号の原子力規制委員会が定める場合は、前項に掲げる事象のいずれかが発生
した場合とする。

※核燃料物質等の工場文は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示

(6）核燃料物質等の事業所外運搬に係る危険時における措置に
関する規則
1 （略）

2 核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に関する規則IJ（昭和53年総理府令第57号）第1
条第8号に規定する放射線業務従事者のうち男子、妊娠不能と診断された女子文は妊娠の意思のな
い旨を原子力事業者等若しくは原子力事業者等から運搬の委託を受けた者に書面で申し出た女子が

前項各号に掲げる緊急作業を行う場合における線量限度は、同令第26条第2項に基づき原子力規制
委員会の定める線量とする。
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⑧関係法令 1）労働安全衛生法、労働安全衛生施行令、労働安全衛生規
員lj及び電離員lj中の関係条項

2.関係法令

(7）労働基準法
〈労基法第32条（労働時間）〉

使用者は、労働者に、休憩時間を除き1週間！こ40時間を超えて、労働させてはならない。
2 使用者は、 1週間の各自については、労働者に、休憩時間を除き1日について8時間を超えて、労働さ
せではならない。

〈労基法第36条（時間外及び休日の労働）〉
使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、

労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面によ

る協定をし、これを行政官庁に届けた場合においては第32条から第32条の5まで若しくは第40条の労働

時間又は前条の休日に関する規定にかかわらず、その協定で、定めるところによって労働時聞を延長し、又

は休日に労働させることができる。ただし、坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務
の労働時間の延長は、 1日について2時間を超えてはならない。
（略）

(8）労働基準法施行規則

〈労基則第18条（労働時間延長の制限）〉

法第36条第1項ただし書の規定による労働時間の延長が2時間を超えてはならない業務の種類は、次
のものとする。
一、～二（省略）

三ラジウム放射線、エックス線その他有害放射線にさらされる業務
（略）
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3.放射線関係法令体系

原子力基本法
$30. 12. 19 
法律第186号

障防法※1
$32. 6. 10 
法律第167号

施行令※2
$35.9. 30 
政令第259号

同 I］※
S35. 9 30 
総理府令
第56号

原子炉等規制法※4
S32.6. 10 
法律第166号

施行令※5
$32.11.21 
政令第324号

規則※6
S53. 12. 28 
通産省令
第77号

告示※7
H27.8.31 
原子力規制委員会
告示第8号

核燃料物質等
車両運徹規則
S53 12.28 
運輸省令
第72号

※1 陣防法放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

労働基準法
$22.4. 7 
法律第49号

労働基準法
施行規則
$22.8.30 
厚生省令
第23号

※2 施行令放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行令
※3施行規則．放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則
※4 原子炉等規制法：核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律
※5 施行令ー核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令
※6 規貝I］：実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則

労働安全衛生法
$47.6.8 
法律第57号

労働安全衛生法
施行令
$47.8. 19 
政令第31日号

労働安全
衛生規則
$47.9.30 
労働省令
第32号

電離放射線
障害防止規則
$47.9.30 
労働省令
第41号

告示※8
$13.3. 27 

厚生労働省
告示第91号

※7 告示第B号核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示

作業環境測定法
$50.5. 1 
法律第28号

作業環境測定法
施行令
S50. 8. 1 
政令第244号

施行規則
$50.8. 1 
労働省令
第20号

告示※9
S51.4.22 

労働省告示
第46号

原子力災害対策
特別措置法
H11 12 17 
法律第156号

施行令※10
H12.4.5 
政令第195号

原子力災害
対策指針

※8 告示第91号電離放射線障害防止規則第3条第3項、第8条第6項及び第9条第Z項の規定に基づき、昭和63年労働省告示第93号（厚生労働大臣が定める限度及び方法を
定める件）の一部を改Eする告示

※9 告示第46号作業環境測定基準
※10施行令原子力災害対策特別措置法施行令
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電気事業連合会原子力部長殿

基安労発0215第1号

平成 28年 2月 15日

厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長

特例緊急作業に係る特別教育の実施について

日頃より、労働安全衛生行政の推進に御理解、御協力を賜り、厚く御礼申し

上げます。

先般、電離放射線障害防止規則の一部を改正する省令等を交付し、特例緊急

作業に係る特別教育の実施を新たに規定したところです。本改正では、特例緊

急作業に原子力防災要員等を就かせるときに特別教育を実施することを事業者

に義務付けているものですが、事故が発生した後に特別教育を実施することは

事実上困難であることから、事業者は、原子力防災要員等に対して、あらかじ

め特別教育を実施しておく必要があります。

今般、厚生労働省委託事業「原子力施設内の緊急作業時の被災労働者対応の

ための専門人材育成等事業Jにおける成果物を踏まえ、貴連合会におかれまし

て、特別教育の学科教育標準テキストを別添のとおり取りまとめていただいた

ところです。

特例緊急作業に係る特別教育の実施が円滑に実施されるよう、貴連合会傘下

の会員事業場に対して、本標準テキストを周知し、活用促進を図っていただき

ますようお願いします。




